
科目 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費 

事 業 名 民生児童委員活動支援費（民生児童委員費） 

決 算  額 

（前年度比）
財 源 内 訳 

10,623,639 円 
（△51,499 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

4,920,840 円 0 円 0 円 0 円 0 円 5,702,799 円 

市民一人当たり 

の決算額 

153 円  

（一般財源等ベース 82 円） 
単位決算額 

127,996 円  

（民生児童委員 83 人） 

社

会

福

祉

課

１ 事業目的 

社会奉仕の精神を持って、常に住民の立場になって相談に応じ、また必要な援

助を行い、社会福祉の増進に努める民生委員・児童委員の活動に対し、支援を行

う。 

２ 事業内容 
地域の実態を把握するため、社会調査や相談などの民生委員・児童委員活動を

支援した。 
⑴ 民生委員・児童委員数

区 分 委員数 

西枇杷島地区民生児童委員協議会 21 人（うち主任児童委員 2人） 

清洲地区民生児童委員協議会 29 人（うち主任児童委員 2人） 

新川地区民生児童委員協議会 22 人（うち主任児童委員 2人） 

春日地区民生児童委員協議会 11 人（うち主任児童委員 2人） 

合 計 83 人（うち主任児童委員 8人） 

⑵ 支出科目

区 分 内 容 事業費 

報償費 民生委員・児童委員活動費用弁償費 10,199,640 円 

需用費 
民児協会長手帳、民生委員・児童委
員手帳など 

112,029 円 

使用料及び賃借
料 

駐車料及び通行料（県社会福祉大
会） 

720 円 

負担金、補助及

び交付金 

愛知県民生委員児童委員連盟会費、

愛知県社会福祉協議会会費など 
311,250 円 

⑶ 民生委員・児童委員の主な活動内容
  ア 社会調査 

担当区域内の住民の実態や福祉ニーズを日常的に把握した。 

調査・実態把握 
行事・事業・会議への

参加協力 
地域福祉活動・ 

自主活動 

1,962 件 973 件 2,193 件 

イ 相談 
地域住民が抱えている悩みごとや心配ごとについて、相手の立場に立ち、

親身になって相談を受けた。 
（分野別 延べ件数） 

高齢者 障害者 子ども その他 合 計 

540 件 34 件 137 件 156 件 867 件 
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社

会

福

祉

課 

（内容別 延べ件数） 

在宅福祉 介護保険 健康・保健医療 

126 件 44 件 14 件 

子育て・母子保健 子どもの地域生活 子どもの教育・学校生活 

12 件 25 件 37 件 

生活費 年金・保険 仕事 

159 件 1 件 1 件 

家族関係 住居 生活環境 

14 件 7 件 70 件 

日常的な支援 その他 合 計 

173 件 184 件 867 件 

  ウ 連絡通報 

住民がそれぞれのニーズに応じた福祉サービスを受けられるよう、関係行

政機関、施設、団体などに連絡し、必要な対応を働きかけた。 

証明（調査・確認等）事務 要保護児童の発見の通告・仲介 

37 件 15 件 

  エ 調整 

地域住民の福祉ニーズに対し、適切なサービスの提供が受けられるように

支援した。 

訪問・連絡活動 その他 

6,327 回 2,114 回 

 

３ 事業成果 

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、活動を制限することになったが、対応

策を講じて内容を変更するなどし、民生委員・児童委員の活動を支援した。その

結果、地域での活動が円滑に行われ、社会福祉の増進に寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費 

事 業 名 人権擁護委員活動支援費（人権擁護委員費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

488,200 円 
（＋300 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 488,200 円 

市民一人当たり 

の決算額 

7 円  

（一般財源等ベース 7 円） 
単位決算額 

44,382 円  

（人権擁護委員 11 人） 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

国民の基本的人権が侵犯されることのないように監視し、これが侵犯された場

合には、その救済のため、速やかに適切な処置をとるとともに、常に自由人権思

想の普及、高揚に努める人権擁護委員の活動に対して支援を行う。 

 

２ 事業内容 

⑴ 人権擁護委員数 

   １１人 

⑵ 主な活動内容 

ア 人権よろず相談 

７月、９月、１１月、１月及び３月の第２水曜日に相談日を設けた。 

イ 人権週間啓発活動（１２月４日～１０日） 

  人権週間に合わせて、市内の小学校（８校）及び中学校（４校）において

は人権啓発を目的とし、啓発物品（マスク）の配布を行った。 

ウ 人権教育活動 

市内の小学校（８校）及び中学校（４校）では人権に関する講話や人権教

室などの啓発活動を行うとともに、保育園（１３園）及び幼稚園（１園）で

は人権カルタなどの遊びを通しての教育やＤＶＤ鑑賞による啓発を行った。 

 ⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 

西春地区人権擁護委員会負担金、 

名古屋人権擁護委員協議会負担金 
98,200 円 

清須市人権委員会補助金 390,000 円 

 

３ 事業成果 

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、活動を制限することになったが、対応

策を講じて内容を変更するなどし、人権擁護委員の活動を支援した。このことに

より、市民の人権に対する正しい理解を深め、人権問題への取組の推進に寄与す

ることができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費 

事 業 名 平和祈念式開催費（平和祈念費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

102,128 円 
（△641,315 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 102,128 円 

市民一人当たり 

の決算額 

1 円  

（一般財源等ベース 1 円） 
単位決算額  

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

  過去の戦争によって亡くなられた方々に対し、追悼の意を表するとともに、戦

争の悲惨さ、平和の尊さを再認識し、恒久平和を祈念する。 

 

２ 事業内容 

  平和月間（８月１日～８月３１日）に平和で安心して暮らせる社会の実現を願

い、記帳所を開設した。 

⑴ 記帳所の設置 

  ア 期間 

令和２年８月１日（土）～８月３１日（月） 

  イ 場所 

    市役所北館１階ロビー、にしびさわやかプラザ１階ロビー、清洲市民セン

ター１階ロビー及び市立図書館１階ギャラリー 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 新型コロナウイルス感染症予防用品 6,428 円 

委託料 平和祈念事業業務 95,700 円 

 

３ 事業成果 

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、平和祈念式は中止となったが、平和月

間に市内施設等に記帳所を設置することにより、戦争・平和について再認識する

機会を設け、市民の平和意識の高揚を図ることができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費 

事 業 名 社会福祉協議会費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

63,666,000 円 
（△100,000 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

335,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 63,331,000 円 

市民一人当たり 

の決算額 

920 円  

（一般財源等ベース 915 円） 
単位決算額  

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

社会福祉を推進する社会福祉法人清須市社会福祉協議会を支援するため、運営

費及び事業費に対して、補助金を交付する。 

 

２ 事業内容 

社会福祉法人清須市社会福祉協議会交付要綱の規定により、社会福祉法人清須

市社会福祉協議会へ補助金を交付した。 

 ⑴ 社会福祉協議会運営費補助金 

  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 

人件費（会長１人、理事等４１人、

正規職員６人分の一部及び臨時職員

２人）の一部 

44,704,000 円 

 ⑵ 社会福祉協議会事業費補助金 

  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 

福祉活動専門事業 172,000 円 

地域福祉活動推進事業 14,040,000 円 

ボランティアセンター活動事業 980,000 円 

法律相談事業 200,000 円 

日常生活自立支援事業 3,570,000 円 

 ⑶ 社会福祉協議会が実施している主な事業 

  ア 地域福祉活動推進事業 

  イ ボランティア活動の支援 

  ウ 介護保険事業 

エ 行政からの補助事業、委託事業など 

 

３ 事業成果 

少子・高齢社会の進展、家庭機能の変化、障がい者の自立と社会参加の進展に

伴い、市民全体を対象とした福祉活動の支援によって、その生活の安定を支える

役割を果たすことができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

事 業 名 障害者福祉計画費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

4,302,201 円 

（ 皆 増 ） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 4,302,201 円 

市民一人当たり 

の決算額 

62 円  

（一般財源等ベース 62 円） 
単位決算額  

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、障害

福祉サービスなどの提供体制の確保について定める障害福祉計画（第６期計画・

令和３年度～令和５年度）並びに児童福祉法に基づき、障がい児支援の提供体制

の確保について定める障害児福祉計画（第２期計画・令和３年度～令和５年度）

を策定する。 

 

２ 事業内容 

  現計画の進捗状況を検証し、国の動向や社会情勢、障害福祉事業に係わるニー

ズの変化等に対応できるよう、新たに第６期清須市障害福祉計画・第２期清須市

障害児福祉計画を策定した。 

 ⑴ 障害福祉計画・障害児福祉計画策定 

  ア 策定委員会の開催 

策定委員 開催回数 

11 人 4 回 

イ アンケート調査及びアンケート結果の分析 

  身体障害者手帳、療育手帳及び精神障害者保健福祉手帳所持者などを対象

にアンケート調査を実施し、分析した。 

対象者数 

1,496 人 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

報償費 策定委員会委員報償金 363,600 円 

需用費 
障害福祉計画・障害児福祉計画印刷

製本費等 
105,101 円 

委託料 
障害福祉計画・障害児福祉計画策定

業務 
3,833,500 円 

 

３ 事業成果 

  本市の実情に応じた障害福祉サービスなどや障がい児支援の提供体制を確保す

るための計画を策定することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

事 業 名 介護給付費（障害者総合支援費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

509,077,967 円 
（△10,010,969円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

386,940,633 円 0 円 0 円 0 円 0 円 122,137,334 円 

市民一人当たり 

の決算額 

7,352 円  

（一般財源等ベース 1,764 円） 
単位決算額 

719,037 円  

（利用者 708 人） 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 
地域での自立した暮らしを支援するため、居宅や施設などにおいて介護を要す

る障がい者等に対し、入浴、排せつ、食事などのサービスを提供する。 
 

２ 事業内容 
⑴ 居宅介護（ホームヘルプ） 

障がい者等に、居宅において、入浴、排せつ、食事の介護などのサービスを
提供した。 

⑵ 重度訪問介護 
重度の肢体不自由者等で常時介護を必要とする人に、居宅などにおいて、入

浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援などの総合的なサービスを
提供した。 

⑶ 同行援護 
視覚障がい者等に、外出時における移動に必要な情報の提供や移動の援護な

どのサービスを提供した。 
⑷ 行動援護 

自己判断能力が制限されている障がい者等に、行動する際に生じ得る危険を
回避するために必要な援護、外出時に必要な援助などのサービスを提供した。 

⑸ 療養介護 
医療が必要な障がい者で常時介護を必要とする人に、医療機関などにおい

て、機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活のサービスを提供し
た。 

⑹ 生活介護 
常時介護を必要とする障がい者に、障害者支援施設などにおいて、主として

昼間、入浴、排せつ、食事の介護などを行うとともに、創作的活動又は生産活
動のサービスを提供した。 

⑺ 短期入所（ショートステイ） 
居宅において障がい者等の介護を行う人が病気の場合などに、夜間も含めた

短期間、施設において、入浴、排せつ、食事の介護などのサービスを提供し
た。 

⑻ 施設入所支援 
施設に入所する障がい者に、主として夜間、入浴、排せつ、食事の介護など

のサービスを提供した。 
⑼ 高額障害福祉サービス等給付費 

同一世帯の中で障害福祉サービスの利用者が複数いる場合又は同一人が介護

保険サービスを利用している場合などで、世帯における利用者負担額が基準額

を超える場合に、高額障害福祉サービス等給付費を支給した。 

⑽ 特定障害者特別給付費（補足給付費） 

施設入所している低所得の障がい者に、実費負担の軽減を図るために特定障

害者特別給付費（補足給付費）を支給した。 
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社

会

福

祉

課 

⑾ 地域移行支援・地域定着支援 

障害者支援施設等へ入所又は精神科病院に入院している障がい者等で、地域

における生活に移行するために重点的な支援が必要な人に、住居の確保その他

の地域生活へ移行するための支援や居宅において単身で生活している障がい者

等に、常時の連絡体制を確保し、緊急時には必要な支援を提供した。 

⑿ 計画相談支援 

サービス利用計画の作成などを行った場合に、サービス等利用計画作成費を

支給した。 

⒀ 重症心身障害児・者短期入所利用支援事業費補助金 

重度の知的障がい及び重度の肢体不自由が重複している障がい者（児）を受

入れる短期入所事業所に、短期入所事業運営の安定化及びその参入促進を図る

ために重症心身障害児・者短期入所利用支援事業費補助金を交付した。 

⒁ 利用者数等及び事業費   

区 分 利用者数 件数など 事業費 

居宅介護（ホームヘルプ） 128 人 1546 件 111,463,737 円 

重度訪問介護 4 人 39 件 18,900,228 円 

同行援護 7 人 77 件 3,260,024 円 

行動援護 8 人 45 件 1,123,097 円 

療養介護 11 人 129 件 34,257,560 円 

生活介護 94 人 1,156 件 245,024,655 円 

短期入所（ショートステイ） 49 人 335 件 18,283,027 円 

施設入所支援 36 人 409 件 57,968,737 円 

高額障害福祉サービス等給付費 23 人 34 件 793,955 円 

特定障害者特別給付費（補足給

付費） 
36 人 409 件 4,599,552 円 

地域移行支援 2 人 6 件 214,612 円 

地域定着支援 1 人 5 件 131,328 円 

計画相談支援 307 人 939 件 12,903,155 円 

重症心身障害児・者短期入所利

用支援事業費補助金 
2 人 2 施設 154,300 円 

合 計 708 人  509,077,967 円 

⒂ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及
び交付金 

重症心身障害児・者短期入所利用支
援事業費補助金 

154,300 円 

扶助費 介護給付費 508,923,667 円 

 

３ 事業成果 

効果的かつ効率的に障害福祉サービスを提供し、障がい者等の自立を支援する

ことにより、障がい者等の地域生活の向上を図ることができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

事 業 名 訓練等給付費（障害者総合支援費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

424,107,940 円 
（＋91,192,794円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

321,990,012 円 0 円 0 円 0 円 0 円 102,117,928 円 

市民一人当たり 

の決算額 

6,125 円  

（一般財源等ベース 1,475 円） 
単位決算額 

1,184,659 円  

（利用者 358 人） 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

地域での自立した暮らしを支援するため、地域生活を営む上で、生活能力の維

持、向上などの必要がある障がい者や身体機能の維持、回復などの必要がある障

がい者に対し、必要なサービスを提供する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 自立訓練 

障がい者に、自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体

機能又は生活能力の向上のために必要なサービスを提供した。 

⑵ 就労移行支援 

一般企業などへの就労を希望する障がい者に、一定期間、就労に必要な知識

及び能力の向上のために必要なサービスを提供した。 

⑶ 就労継続支援 

一般企業などでの就労が困難な障がい者に、働く場を提供するとともに、知

識及び能力の向上のために必要なサービスを提供した。 

⑷ 就労定着支援 

就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障がい者で、就労に伴う環

境変化により生活面の課題が生じている人に、一定期間、課題解決に向けて必

要なサービスを提供した。 

⑸ 共同生活援助（グループホーム） 

障がい者に、主として夜間、共同生活を行う住居において、入浴、排せつ、

食事の介護などのサービスを提供した。 

⑹ 特定障害者特別給付費（補足給付費） 

共同生活援助を利用している低所得の障がい者に、実費負担の軽減を図るた

めに特定障害者特別給付費（補足給付費）を支給した。 

⑺ 共同生活援助支援事業費補助金 

共同生活援助を実施する事業所に、共同生活援助事業の安定化及びその参入

促進を図るために共同生活援助支援事業費補助金を交付した。 
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社

会

福

祉

課 

⑻ 利用者数等及び事業費 

区 分 利用者数 件数等 事業費 

自立訓練 15 人 93 件 15,922,969 円 

就労移行支援 27 人 188 件 35,339,940 円 

就労継続支援 187 人 1,887 件 255,439,499 円 

就労定着支援 5 人 19 件 499,049 円 

共同生活援助（グループホー

ム） 
57 人 573 件 109,745,618 円 

特定障害者特別給付費（補足

給付費） 
57 人 574 件 5,623,600 円 

共同生活援助支援事業費補助

金 
10 人 9 施設 1,537,265 円 

合 計 358 人  424,107,940 円 

⑼ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 
共同生活援助支援事業費補助金 1,537,265 円 

扶助費 訓練等給付費 422,570,675 円 

 

３ 事業成果 

障がい者等の就労の促進など、効果的かつ効率的に障害福祉サービスを提供

し、障がい者等の自立を支援することにより、障がい者等の地域生活の向上を図

ることができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

事 業 名 自立支援医療費支給費（障害者総合支援費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

138,348,560 円 
（＋11,927,279円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

97,872,203 円 0 円 0 円 0 円 0 円 40,476,357 円 

市民一人当たり 

の決算額 

1,998 円  

（一般財源等ベース 585 円） 
単位決算額 

702,277 円  

（支給者 197 人） 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

身体障がい者（児）の障がいを軽減し、自立した日常生活又は社会経済活動へ

の参加を促進するため、必要な医療費を支給する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 更生医療 

身体障害者手帳の交付を受けた者で、その障がいを除去・軽減する手術など

の治療により確実に効果が期待できる者（１８歳以上）に、医療費を支給し

た。 

⑵ 育成医療 

身体に障がいを有する児童で、その障がいを除去・軽減する手術などの治療

により確実に効果が期待できる児童（１８歳未満）に、医療費を支給した。 

⑶ 療養介護医療 

医療と常時介護を必要とする人に、医療機関において行われる機能訓練、療

養上の管理、看護、介護及び日常生活のサービスのうち、医療に係るものを支

給した。 

⑷ 支給者数及び事業費 

区 分 支給者数 事業費 

更生医療 175 人 129,203,433 円 

 

腎臓機能障害 159 人 125,919,719 円 

心臓機能障害 3 人 129,826 円 

免疫機能障害 13 人 3,153,888 円 

育成医療 12 人 272,812 円 

 

視覚障害 1 人 70,428 円 

音声・言語・そしゃく機能障害 8 人 151,717 円 

肢体不自由 1 人 44,673 円 

心臓機能障害 2 人 5,994 円 

療養介護医療 10 人 8,872,315 円 

合 計 197 人 138,348,560 円 

⑸ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 自立支援医療費支給費 138,348,560 円 

 

３ 事業成果 

医療費の一部を公費で負担することにより、自立した日常生活又は社会経済活

動への参加を促進することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

事 業 名 補装具費支給費（障害者総合支援費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

11,060,262 円 
（＋2,149 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

8,259,196 円 0 円 0 円 0 円 0 円 2,765,066 円 

市民一人当たり 

の決算額 

160 円  

（一般財源等ベース 40 円） 
単位決算額 

141,798 円  

（支給者 78 人） 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

身体障がい者等が日常生活を送る上で必要な移動等の確保や、就労場面等にお

ける能率の向上を図るなどのため、身体の欠損又は損なわれた身体機能を補完・

代替する補装具の購入又は修理に必要な費用を支給する。 

 

２ 事業内容 

身体障がい者等からの申請に基づき、補装具の購入又は修理が必要と認めた場

合に、その費用を支給した。 

⑴ 支給者数等及び事業費 

区 分 支給者数 件 数 事業費 

義肢 7 人 7 件 1,880,691 円 

装具 14 人 15 件 1,286,262 円 

座位保持装置 7 人 8 件 1,545,687 円 

視覚障害者安全つえ 3 人 3 件 17,384 円 

補聴器 19 人 20 件 1,447,513 円 

車いす 18 人 21 件 3,551,780 円 

電動車いす 5 人 8 件 598,203 円 

座位保持いす 1 人 1 件 133,942 円 

起立保持具 2 人 2 件 551,200 円 

歩行器 2 人 2 件 47,600 円 

合 計 78 人 87 件 11,060,262 円 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 補装具費支給費 11,060,262 円 

 

３ 事業成果 

補装具費を支給することにより、身体障がい者等が日常生活を送る上で必要な 

移動等の確保や就労場面等における能率の向上を図ることができた。 

また、身体障がい児が将来、社会人として独立自活するための素地を育成、助

長することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

事 業 名 地域生活支援給付費（障害者総合支援費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

92,057,535 円 
（＋4,764,583円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

29,698,449 円 0 円 0 円 0 円 0 円 62,359,086 円 

市民一人当たり 

の決算額 

1,330 円  

（一般財源等ベース 901 円） 
単位決算額 

156,030 円  

（利用者 590 人） 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

障がい者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、地域の

特性や利用者の状況に応じ、柔軟な形態により地域生活支援事業を効果的かつ効

率的に実施する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 成年後見制度利用支援 

   成年後見制度の利用が有用であると認められる知的障がい者又は精神障がい

者に、障がい者の権利擁護を図るための成年後見制度の利用を支援した。 

⑵ 意思疎通支援 

聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障がいにより意思疎通を図ること

に支障がある障がい者等に、その他の者との意思疎通を支援するため、手話通

訳者、要約筆記者等を派遣した。 

 ⑶ 日常生活用具給付等 

障がい者等に、日常生活の便宜を図るため、自立生活支援用具等の日常生活

用具を給付又は貸与した。 

 ⑷ 移動支援 

屋外での移動が困難な障がい者等に、地域における自立生活及び社会参加を

促進するため、社会生活上必要不可欠な外出や余暇活動等のための外出の際の

移動を支援した。 

 ⑸ 住宅改修 

在宅の障がい者等で日常生活を営むのに著しく支障のある住宅に居住する人

に、住環境を改善するため、居宅生活動作補助用具の購入費及び改修工事費を

支給した。 

 ⑹ 地域活動支援センター 

地域において雇用・就労が困難な在宅の障がい者等に、障がい者等の地域生

活支援の促進を図るため、地域活動支援センターにおいて創作的活動や生産活

動の機会を提供した。 

 ⑺ 訪問入浴サービス 

在宅で常時臥床し、自宅で入浴することが困難な６５歳未満の身体障がい者

に、身体の清潔の保持、心身機能の維持等を図るため、居宅への訪問による入

浴サービスを提供した。 

 ⑻ 更生訓練費給付 

就労移行支援事業又は自立訓練事業を利用している障がい者等で更生訓練を

受けている人に、社会復帰の促進を図るため、更正訓練費を支給した。 
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社

会

福

祉

課 

⑼ 日中一時支援 

障がい者等の家族の就労支援及び障がい者等を日常的に介護している家族の

一時的な休息のため、障がい者等の日中における活動の場を確保し、必要なサ

ービスを提供した。 

 ⑽ 生活サポート 

介護給付の支給を受けることができない（緊急・区分認定でない）障がい者

等に、地域での自立した生活の推進を図るため、日常生活に関する必要な支援

を行った。 

 ⑾ 自動車運転免許取得・改造助成 

一定の要件を満たす障がい者等で、就労等による社会活動に参加するために

免許を取得しようとする人に、自動車運転免許の取得に要する費用の一部を助

成した。 

また、自動車の改造等が必要な人に、改造等に要する費用の全部又は一部を

助成した。 

 ⑿ 高額地域生活支援給付費 

障害福祉サービス（介護給付費及び訓練等給付費）と地域生活支援サービス

を併給している障がい者等で自己負担額が高額の人に、負担軽減のため、双方

の自己負担額の合算から自己負担上限額を引いた高額地域生活支援給付費を支

給した。 

 ⒀ 利用者数等及び事業費 

区 分 利用者数 件数等 事業費 

成年後見制度利用支援 1 件 1 件 580,000 円 

意思疎通支援 16 人 237 件 983,790 円 

日常生活用具給付等 154 人 1,305 件 14,987,244 円 

移動支援 76 人 3,230 時間 9,771,549 円 

住宅改修 3 人 3 件 641,000 円 

地域活動支援センター 39 人 326 件 21,118,417 円 

訪問入浴サービス 5 人 42 件 2,016,000 円 

更生訓練費給付 19 人 143 件 862,890 円 

日中一時支援 194 人 1,699 件 39,534,067 円 

生活サポート 2 人 4 件 36,808 円 

自動車運転免許取得・改造助

成 
5 人 5 件 439,090 円 

高額地域生活支援給付費 76 人 117 件 1,086,680 円 

合 計 590 人  92,057,535 円 

⒁ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 地域生活支援給付費 92,057,535 円 

 

３ 事業成果 

地域の特性や利用者の状況に応じ、効果的かつ効率的な障害福祉サービスを提

供することにより、障がい者等の自立した日常生活や社会生活に資することがで

きた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

事 業 名 基幹相談支援センター費（障害者総合支援費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

27,704,000 円 
（±0 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

8,937,518 円 0 円 0 円 0 円 0 円 18,766,482 円 

市民一人当たり 

の決算額 

400 円  

（一般財源等ベース 271 円） 
単位決算額  

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

障がい者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、地域に

おける相談支援の中核的な役割を担う機関として、障がい者等からの相談等の業

務を総合的に行う。 

 

２ 事業内容 

地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として必要となる人員（相談

支援専門員、社会福祉士等）の配置により、総合的・専門的な相談支援、地域の

相談支援体制強化の取組などを適正かつ円滑に実施した。 

⑴ 相談支援利用実人数 

 障がい児 障害者 合 計 

身体 20 人 108 人 128 人 

重症心身 2 人 1 人 3 人 

知的 113 人 172 人 285 人 

精神 13 人 206 人 219 人 

発達 69 人 6 人 75 人 

高次脳機能 0 人 1 人 1 人 

その他 6 人 5 人 11 人 

合 計 223 人 499 人 722 人 

⑵ 支援方法 

訪問 来所相談 同行 電話等相談 

684 件 683 件 2 件 1,406 件 

個別支援会議 関係機関 その他 合 計 

20 件 369 件 0 件 3,164 件 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 基幹相談支援センター業務 27,704,000 円 

 

３ 事業成果 

障がい者等又は障がい者等の介護を行う者などからの相談に応じ、必要な情報

の提供等や権利擁護のために必要な援助を行うことにより、障がい者等の自立し

た日常生活や社会生活に資することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

事 業 名 
地域活動支援センター・日中一時支援事業体制強化等事業費補助金
（障害者総合支援費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

546,000 円 

（ 皆 増 ） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

409,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 137,000 円 

市民一人当たり 

の決算額 

8 円  

（一般財源等ベース 2 円） 
単位決算額 

182,000 円  

（事業所数 3 事業所） 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

  地域活動支援センター事業又は日中一時支援事業を行う事業所に対し、新型コ

ロナウイルス感染拡大防止対策に伴って生じる課題への対応に係る経費に対し補

助を行うことで利用者を受け入れる体制の強化を図る。 

 

２ 事業内容 

  新型コロナウイルス感染拡大に伴い、令和２年４月から６月までに要したかか

り増し経費について補助を行った。 

⑴ 対象者 

  地域生活支援センター事業又は日中一時支援事業について市から委託を受

け、かつ、市内に所在する事業所において事業を営んでいる事業者 

 ⑵ 補助件数 

   ３件 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 

地域活動支援センター・日中一時支

援事業体制強化等事業費補助金 
546,000 円 

 

３ 事業成果 

  新型コロナウイルス感染拡大防止対策に伴って生じる課題への対応に必要な経

費を補助することで事業の受け入れ体制を強化したとともに、事業所の負担軽減

を図ることができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

事 業 名 障害者福祉金支給費（障害者手当費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

187,380,500 円 
（＋2,958,800円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 187,380,500 円 

市民一人当たり 

の決算額 

2,706 円  

（一般財源等ベース 2,706 円） 
単位決算額 

64,770 円  

（支給者 2,893 人） 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

生活の質の向上と精神的、経済的な自立を目指すため、身体、知的又は精神の

障がい者等に対し、手当を支給する。 
 
２ 事業内容 

⑴ 身体障害者手帳の交付を受けた者（令和３年３月現在） 

区 分 支給額（月額） 支給者数 延べ支給人数 事業費 

１級 8,100 円 561 人 6,717 人 54,407,700 円 

２級 6,100 円 234 人 2,831 人 17,269,100 円 

３級 5,000 円 386 人 4,682 人 23,410,000 円 

４級 2,100 円 410 人 5,006 人 10,512,600 円 

５級 1,800 円 84 人 1,021 人 1,837,800 円 

６級 1,600 円 82 人 975 人 1,560,000 円 

合 計 1,757 人 21,232 人 108,997,200 円 

⑵ 療育手帳の交付を受けた者（令和３年３月現在） 

区 分 支給額（月額） 支給者数 延べ支給人数 事業費 

Ａ判定 8,100 円 120 人 1,427 人 11,558,700 円 

Ｂ判定 6,400 円 114 人 1,354 人 8,665,600 円 

Ｃ判定 3,000 円 97 人 1,174 人 3,522,000 円 

合 計 331 人 3,955 人 23,746,300 円 

⑶ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者（令和３年３月現在） 

区 分 支給額（月額） 支給者数 延べ支給人数 事業費 

１級 8,100 円 86 人 996 人 8,067,600 円 

２級 6,400 円 440 人 5,131 人 32,838,400 円 

３級 3,000 円 172 人 1,927 人 5,781,000 円 

合 計 698 人 8,054 人 46,687,000 円 

⑷ 自閉症状群と診断された者（令和３年３月現在） 

支給額（月額） 支給者数 延べ支給人数 事業費 

6,000 円 107 人 1,325 人 7,950,000 円 

⑸ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 障害者福祉金支給費 187,380,500 円 
 
３ 事業成果 

身体、知的又は精神の障がい者等に障害者福祉金を支給することにより、生活

の質の向上と精神的、経済的な自立に寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

事 業 名 特別障害者手当等支給費（障害者手当費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

20,717,160 円 
（△306,780 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

17,232,863 円 0 円 0 円 0 円 0 円 3,484,297 円 

市民一人当たり 

の決算額 

299 円  

（一般財源等ベース 50 円） 
単位決算額 

287,738 円  

（支給者 72 人） 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

障がいのため必要となる精神的、物質的な特別の負担の軽減の一助となるよう

在宅で常時介護を必要とする重度の障がい者等に対し、手当を支給する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 特別障害者手当（令和３年３月現在） 

２０歳以上で、身体又は精神に著しく重度の障がいがあるため、日常生活に

おいて常時特別の介護を必要とする在宅の者に手当を支給した。 

区 分 支給額（月額） 支給者数 延べ支給人数 事業費 

Ａ種 34,200 円 16 人 169 人 5,775,900 円 

Ｂ種 28,400 円 27 人 307 人 8,711,300 円 

合 計 43 人 476 人 14,487,200 円 

⑵ 障害児福祉手当（令和３年３月現在） 

２０歳未満で、身体又は精神に重度の障がいがあるため、日常生活において

常時介護が必要な在宅の児童に手当を支給した。    

区 分 支給額（月額） 支給者数 延べ支給人数 事業費 

Ａ種 21,780 円 11 人 142 人 3,090,600 円 

Ｂ種 16,030 円 17 人 184 人 2,947,180 円 

合 計 28 人 326 人 6,037,780 円 

⑶ 経過的福祉手当（令和３年３月現在） 

２０歳以上で、従来の福祉手当受給者のうち特別障害者手当、障害基礎年金

のいずれも受給していない在宅の者に手当を支給した。 

区 分 支給額（月額） 支給者数 延べ支給人数 事業費 

Ｂ種 16,030 円 1 人 12 人 192,180 円 

⑷ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 特別障害者手当等支給費 20,717,160 円 

 

３ 事業成果 

在宅で常時介護を必要とする重度の障がい者等に特別障害者手当等を支給する

ことにより、精神的、物質的な特別の負担を軽減し、障がい者等の生活支援を推

進することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

事 業 名 障害者助成費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

26,139,240 円 
（△4,094,132円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

1,040,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 25,099,240 円 

市民一人当たり 

の決算額 

378 円  

（一般財源等ベース 363 円） 
単位決算額 

18,447 円  

（申請者 1,417 人） 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

電車、バスなどの公共交通機関を利用することが困難な心身障がい者等の生活

の利便を助長し、経済的負担の軽減を図るため、タクシーや自家用車を利用する

場合の費用（心身障害者等タクシー料金助成金か心身障害者等自動車ガソリン費

助成金の選択制）を助成する。 

また、障害認定基準に達しない軽度・中等度難聴児の言語の習得や教育等にお

ける健全な発育を支援するため、補聴器の購入等に必要な費用や、在宅の小児慢

性特定疾病児童等の日常生活の便宜を図るため、特殊寝台等の日常生活用具の購

入に必要な費用を助成する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 心身障害者等タクシー料金助成金 

   心身障がい者等がタクシーを利用した際の料金を助成した。 

 ア 助成額 

利用券１枚につき６５０円（利用料金が６５０円未満の場合はその額と

し、年間１２０枚まで） 

 イ 利用券交付者数 

区 分 交付者数 

身体障害者手帳 

１級 170 人 

２級 87 人 

３級 170 人 

療育手帳 
Ａ判定 13 人 

Ｂ判定 19 人 

精神障害者保健福祉手帳 
１級 30 人 

２級 128 人 

合 計 617 人 

⑵ 心身障害者等自動車ガソリン費助成金 

   心身障がい者等がガソリン等を購入した際の費用を助成した。 

 ア 助成額 

ガソリン等購入費の５割（１月につき４０ℓまで） 
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社

会

福

祉

課 

イ 助成金請求者数 

区 分 請求者数 

自己運転 身体障害者手帳 ３級 92 人 

自己運転又は

家族運転 

身体障害者手帳 
１級 269 人 

２級 114 人 

療育手帳 
Ａ判定 53 人 

Ｂ判定 65 人 

精神障害者保健福祉手帳 
１級 25 人 

２級 178 人 

合 計 796 人 

⑶ 軽度・中等度難聴児補聴器費助成金 

軽度・中等度難聴児が補聴器を修理する際の費用を助成した。 

  ア 助成額 

    基準額又は購入・修理費の２／３ 

イ 申請者数等 

区 分 申請者数 件数 

修理 2 人 2 件 

⑷ 小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付費 

  在宅の小児慢性特定疾病児童等が日常生活用具を購入する際の費用を助成し

た。 

 ア 助成額 

   日常生活用具補助基準額と世帯の所得に応じた自己負担額との差額 

 イ 申請者数等 

区 分 申請者数 件数 

電気式たん吸引器 1 人 1 件 

入浴補助用具 1 人 1 件 

⑸ 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 

心身障害者等タクシー料金助成金 8,872,900 円 

心身障害者等自動車ガソリン費用助

成金 
17,042,740 円 

軽度・中等度難聴児補聴器購入費等

助成金 
18,000 円 

小児慢性特定疾病児童等日常生活用

具給付費 
62,340 円 

 
３ 事業成果 

公共交通機関を利用することが困難な心身障がい者等にタクシー料金やガソリ

ン等購入費を助成することにより、生活の利便性の向上及び外出支援を図ること

ができた。 

また、軽度・中等度難聴児に補聴器の修理費を助成することにより、言語の習

得・発達やコミュニケーション能力の向上を支援すること、小児慢性特定疾病児

童等に日常生活用具の購入費を助成することにより、日常生活の便宜を図ること

ができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

事 業 名 心身障害者施設運営費等負担金（障害者施設費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

33,885,130 円 
（△135,481 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 33,885,130 円 

市民一人当たり 

の決算額 

489 円  

（一般財源等ベース 489 円） 
単位決算額 

2,823,761 円  

（入所者 12 人） 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

障がい者の自立を支援する役割を担う心身障害者施設尾張中部福祉の杜に対

し、施設整備費などの負担金を支出する。 

 

２ 事業内容 

心身障害者施設尾張中部福祉の杜の運営費及び施設整備費借入償還金につい

て、清須市、北名古屋市及び豊山町で負担した。 

⑴ 運営費（均等割、人口割、基準財政需要額割及び施設利用割で按分） 

負担割合 ３６．７８％ 

⑵ 建設費借入償還金（均等割、人口割、基準財政需要額割及び障害者割で按

分） 

  ア 負担割合 ４６．０％ 

  イ 償還内容 

区 分 内 容 

施設整備費借入償還金 
（独立行政法人福祉医療機構） 

借入金額 １６８，８００千円 

借入期間 ２０年 

償還期限 令和７年度末 

⑶ 清須市からの入所者数（令和３年３月現在） 

   １２人 

⑷ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及
び交付金 

心身障害者施設運営費負担金 31,634,000 円 

施設整備費借入償還金応分負担金 
（独立行政法人福祉医療機構） 

2,251,130 円 

 

３ 事業成果 

障がい者の自立を支援する役割を担う心身障害者施設の整備などにより、障が

い者の地域生活の向上、自立を支援することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

事 業 名 障害者共同生活援助施設整備費負担金（障害者施設費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

2,893,724 円 

（ 皆 増 ） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 2,893,724 円 

市民一人当たり 

の決算額 

42 円  

（一般財源等ベース 42 円） 
単位決算額  

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

  尾張中部福祉圏域（清須市、北名古屋市及び豊山町）の広域障害者施設として

社会福祉法人西春日井福祉会が建設した、障害者日中サービス支援型グループホ

ームこだちに対し、施設用地購入費の負担金を支出する。 

 

２ 事業内容 

  清須市、北名古屋市及び豊山町が共同で計画し、社会福祉法人西春日井福祉会

が建設する障害者日中サービス支援型グループホームこだちの施設用地取得費借

入償還金を負担した。 

 ⑴ 施設用地取得費償還金（均等割、人口割、基準財政需要額割及び障害者数割

で按分） 

ア 負担割合 ３９．５５％ 

イ 償還内容 

区 分 内 容 

施設用地取得費借入償還金 
（愛知銀行） 

借入金額 ７２，４４０千円 

借入期間 １０年 

償還期限 令和１１年度末 

 ⑵ 支出科目 

区 分  内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 

障害者日中支援型居宅施設用地取得

費償還金 
2,893,724 円 

 

３ 事業成果 

  障がい者の自立を支援する役割を担う心身障障害者施設の整備により、障がい

者の地域生活の向上、自立を支援することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

事 業 名 障害児通所給付費（障害児通所支援費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

309,597,708 円 
（＋39,030,031 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

232,310,394 円 0 円 0 円 0 円 0 円 77,287,314 円 

市民一人当たり 

の決算額 

4,471 円  

（一般財源等ベース 1,116 円） 
単位決算額 

715,006 円  

（支給者 433 人） 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

障がい児等の自立を促進し、福祉の向上を図るため、障がい児等が障がい種別

に関わりなく、身近な地域で支援が受けられるように適切な障害児通所支援サー

ビス等を提供する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 児童発達支援 

児童発達センターなどに通所する障がい児等に、日常生活における基本的な

動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練その他必要なサービスを

提供した。 

⑵ 医療型児童発達支援 

肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練又は医療的管理下での支援が必要

と認められた障がい児等に、児童発達に必要なサービス及び医療を提供した。 

⑶ 放課後等デイサービス 

就学しており、授業の終了後又は休業日に支援が必要と認められた障がい児

等に、生活能力向上のために必要な訓練、社会との交流の促進その他必要なサ

ービスを提供した。 

⑷ 保育所等訪問支援 

保育所等を利用中又は今後利用する予定の障がい児等に、保育所等における

集団生活への適応のための専門的な支援その他必要なサービスを提供した。 

⑸ 高額障害児給付費 

同一世帯の中で複数の福祉サービスを利用した場合などで、世帯における利

用者負担額が基準額を超える場合に、高額障害児給付費を支給した。 

⑹ 利用計画作成費 

障がい児等のニーズやその他の事情を勘案し、利用する障害児通所支援の種

類及び内容などを定めた計画の作成に要する利用計画作成費を支給した。 

⑺ 利用者数等及び事業費 

区 分 利用者数 件数 事業費 

児童発達支援 51 人 773 件 65,453,437 円 

医療型児童発達支援 1 人 19 件 249,217 円 

放課後等デイサービス 163 人 3,273 件 235,620,667 円 

保育所等訪問支援 3 人 8 件 102,628 円 

高額障害児給付費 21 人 32 件 255,295 円 

利用計画作成費 194 人 496 件 7,916,464 円 

合 計 433 人 4,601 件 309,597,708 円 
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社

会

福

祉

課 

⑻ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 障害児通所給付費 309,597,708 円 

 

３ 事業成果 

障がい児等に適切な障害児通所支援サービスを提供することにより、障がい児

等の自立促進と日常生活での適応能力の向上を図ることができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

事 業 名 老人保護措置費（高齢者施設福祉費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

11,945,802 円 
（＋58,361 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 2,183,629 円 0 円 0 円 9,762,173 円 

市民一人当たり 

の決算額 

173 円  

（一般財源等ベース 141 円） 
単位決算額 

1,706,543 円  

（入所者 7 人） 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

６５歳以上の身体上、環境上及び経済的理由により居宅での生活が困難な高齢

者を養護老人ホームに入所措置することにより、生活の安定を図る。 

 

２ 事業内容 

⑴ 施設運営事務費・生活費 

施設に対し、施設運営事務費や生活費を扶助した。 

ア 入所者 

区 分 入所者 

高齢者福祉施設新和楽荘（一宮市） 6 人 

養護盲老人ホーム福寿園（田原市） 1 人 

合 計 7 人 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 施設運営事務費及び生活費 11,945,802 円 

 

３ 事業成果 

  居宅での生活が困難な者が入所することで、施設での健康で安定した生活を営

むことに寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

事 業 名 特別養護老人ホーム建設費助成費（高齢者施設福祉費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

45,494,786 円 
（△611,262 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 45,494,786 円 

市民一人当たり 

の決算額 

657 円  

（一般財源等ベース 657 円） 
単位決算額  

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

社会福祉法人西春日井福祉会が運営する特別養護老人ホーム五条の里の一部敷

地の借上料、平安の里の建設費及び（仮称）第６特別養護老人ホーム用地取得費
の償還金を構成市町（清須市、北名古屋市及び豊山町）の人口割合などで負担す
る。 

 

２ 事業内容 

⑴ 特別養護老人ホーム五条の里 
  ア 借地料負担割合 
    ４０．６２％（前年４月１日現在人口で按分） 
  イ 借地内容 

区 分 内 容 

借地料 
借地面積 １,９９８㎡ 

借地単価（１月当たり） １９０円／㎡ 

 ⑵ 特別養護老人ホーム平安の里 
  ア 借入償還金負担割合 
    ３９．２４％（平成２１年１０月１日時点で按分） 

イ 償還内容 

区 分 内 容 

建設費借入償還金 
借入金額 ２６４，８７０千円 
償還期間 １０年 
償還期限 令和２年度末 

⑶ （仮称）第６特別養護老人ホーム 

  ア 借入償還金負担割合 
    ３９．１０％（令和元年１０月１日時点で按分） 

イ 償還内容 

区 分 内 容 

用地費借入償還金 
借入金額 １７１，２４７千円 
償還期間 １０年 
償還期限 令和１１年度末 
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高

齢

福

祉

課 

⑷ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及
び交付金 

五条の里借地料（リハビリ庭園・駐
車場）応分負担額 

1,850,420 円 

平安の里建設費借入金償還金応分
負担額 

26,518,230 円 

（仮称）第６特別養護老人ホーム
用地費借入金償還金応分負担額 

17,126,136 円 

 

３ 事業成果 

  建設費や用地費などを２市１町が負担することにより、社会福祉法人西春日井

福祉会の施設の健全運営に寄与することができ、施設入所の必要な市民のニーズ

に応えることができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

事 業 名 介護施設等整備事業費補助金（高齢者施設福祉費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

84,217,000 円 

（ 皆 増 ） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

84,217,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 

市民一人当たり 

の決算額 

1,216 円  

（一般財源等ベース 0 円） 
単位決算額  

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

介護療養型医療施設である医療法人眞清会新川病院が令和２年度から令和４年

度で計画している介護医療院への転換にかかる費用等について、地域医療介護総

合確保基金を活用し、出来高による補助を行う。 

また、新型コロナウイルスの感染拡大防止対策として追加された介護施設等の

消毒・洗浄経費及び簡易陰圧装置・換気扇の設置に係る経費の補助を行う。 

 

２ 事業内容 

⑴ 介護療養型医療施設等転換整備支援事業（改築・改修工事） 

区 分 病床数 単 価 

改築 95 2,770,000 円 

改修 5 1,115,000 円 

⑵ 介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業 

区 分 施設数 

簡易陰圧装置設置支援事業 3 

介護施設等の消毒経費支援 2 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 

介護療養型医療施設等転換整備支援

事業補助金 
74,790,000 円 

介護施設等における新型コロナウイ

ルス感染拡大防止対策支援事業 
9,427,000 円 

 

３ 事業成果 

  介護医療院への転換により、要介護高齢者の長期療養・生活施設として、プラ

イバシーに配慮した施設の整備が進むことで、施設の選択肢が広がる。 

また、新型コロナウイルス感染拡大防止対策として、介護施設内に簡易陰圧装

置を設置したり、感染者が発生した場合の介護施設の消毒経費支援をすることに

より、感染拡大を防ぐことができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

事 業 名 在宅高齢者生活支援費（高齢者在宅福祉費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

158,700 円 
（△103,700 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 13,800 円 144,900 円 

市民一人当たり 

の決算額 

2 円  

（一般財源等ベース 2 円） 
単位決算額 

22,671 円  

（利用者 7 人） 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 
在宅高齢者（おおむね６５歳以上）の福祉の向上のため、生活支援事業を実施

する。 
  

２ 事業内容 
⑴ 寝具洗濯乾燥事業 

在宅ねたきり高齢者及びひとり暮らし高齢者などの寝具の洗濯乾燥を月２回
以内で実施した。 

利用者 利用回数 
7 人 68 回 

⑵ 支出科目 
区 分 内 容 事業費 

委託料 寝具洗濯乾燥事業 158,700 円 

 

３ 事業成果 

  在宅高齢者などが、自立した生活を送るための一助となった。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

事 業 名 在宅高齢者助成費（高齢者在宅福祉費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

5,503,454 円 
（＋137,365 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

31,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 5,472,454 円 

市民一人当たり 

の決算額 

79 円  

（一般財源等ベース 79 円） 
単位決算額 

  

 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

  在宅高齢者の健康増進及び福祉の向上のため、対象者に各種助成を行う。 

 

２ 事業内容 

⑴ 老人福祉車等購入費補助金 

歩行困難な高齢者が老人福祉車及び杖を購入した場合に、補助金を交付し

た。 

区 分 補助額 利用件数 

老人福祉車 
購入費用の２分の１ 

(限度額５，０００円) 
18 件 

老人杖 
購入費用の２分の１ 

(限度額１，５００円) 
16 件 

 ⑵ 老人住宅改善費補助金 

市民税非課税世帯に属する高齢者が、居室・浴室・トイレなどに手すりを設

置する場合や段差解消などの住宅改善を行う場合に、その費用の一部に対して

補助金を交付した。 

補助額 利用件数 

実支出額と６０万円を比較して、少

ない方の額の２分の１ 
7 件 

⑶ 社会福祉法人等に対する利用者負担軽減措置費補助金 

   社会福祉法人等が実施する介護保険サービス利用者負担軽減の費用の一部に

対して、補助金を交付した。 

対象者 

6 人 

⑷ 外国人高齢者福祉手当 

大正１５年４月１日以前生まれで、公的年金などを受給していない外国人高

齢者に対して、手当を支給した。 

支給額 対象者 

4,000 円／月 １人 

⑸ 介護用品支給費 

介護保険で要介護３以上の介護用品（オムツ等）が必要な市民税非課税世帯

に属する在宅寝たきり高齢者（病院に医療入院している場合も利用可能。ただ

し、介護保険施設入所者を除く。）などに８月から翌年７月を事業期間として

介護用品支給利用券を交付し、購入費の補助を行った。 

支給額 利用者（実人数） 

7,000 円以内／月 129 人 
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高

齢

福

祉

課 

⑹ 老人日常生活用具給付等事業（電磁調理器） 
   概ね６５歳以上であって、防火等の配慮が必要なひとり暮らし老人等に対し

て、日常生活用具を給付した。 
利用者 

2 人 

⑺ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 介護用品支給利用券印刷代 70,070 円 

負担金、補助及

び交付金 

老人福祉車等購入費補助金 113,750 円 

老人住宅改善費補助金 670,000 円 

社会福祉法人等に対する利用者負担

軽減措置費補助金 
41,839 円 

扶助費 

外国人高齢者福祉手当 48,000 円 

介護用品支給費 4,532,835 円 

老人日常生活用具給付等事業費 26,960 円 

 

３ 事業成果 

在宅高齢者助成事業を実施することで、介護者の経済的負担を軽減することが

できた。 

また、在宅高齢者の健康増進及び福祉の向上に寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

事 業 名 高齢者セーフティネット対策費（高齢者在宅福祉費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

21,114,614 円 
（＋703,179 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 107,530 円 21,007,084 円 

市民一人当たり 

の決算額 

305 円  

（一般財源等ベース 303 円） 
単位決算額 

 

 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

ひとり暮らしの高齢者等に、緊急通報システムの設置及び配食サービスを行う

ことにより、高齢者等の不安解消及び健康管理に貢献ができ、在宅福祉の向上を

図る。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ 緊急通報システム事業 

ひとり暮らしの高齢者が、急病などの緊急時に、ペンダント式の通報スイッ

チや室内に設置された通報装置のスイッチを押すことにより、委託業者へ通報

が入り、委託業者が利用者宅に急行又は消防署への連絡をするなどして、迅速

な対応を行った。 
ア 利用者（実人数） 

２６７人 
イ 委託料 

４，０７０円／月 
 ⑵ 配食サービス事業 

事業を受託した業者が、利用者の希望日時（月曜日から金曜日までの昼食及

び夕食）に配食を行うことで利用者の健康管理に努めることができるととも

に、安否確認をすることができた。 
ア 利用者（実人数） 

３０３人 
  イ 配食数（年間延べ） 

５２，８９６食 
  ウ 委託料（市が業者へ支払う金額） 

１９０円／食 
  エ 利用者負担（利用者が業者へ支払う金額） 
     １食当たりの単価から委託料を差し引いた金額 
⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 
緊急通報システム業務 11,064,374 円 
配食サービス業務 10,050,240 円 

 

３ 事業成果 

  高齢者等の生活の不安を解消し、急病などに緊急対応することができるととも

に、高齢者の食生活の改善や安否の確認に寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

事 業 名 高齢者コミュニケーション費（高齢者在宅福祉費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

1,246,900 円 
（△68,672 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 1,246,900 円 

市民一人当たり 

の決算額 

18 円  

（一般財源等ベース 18 円） 
単位決算額 

7,292 円  

（入浴券交付者 171 人） 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

公衆浴場の利用を毎月２回無料にすることで、高齢者のコミュニケーションを

図り、社会参加の機会を確保する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 老人無料入浴制度 

市内の公衆浴場において、６５歳以上の高齢者の入浴料を毎月２回無料とし

た。 

  ア 入浴券交付者数 

    １７１人 

  イ 延べ利用者 

    ３，１９５人 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 老人無料入浴券印刷代 44,000 円 

負担金、補助及

び交付金 
老人無料入浴補助金 1,202,900 円 

 

３ 事業成果 

高齢者の社会参加の機会を創出し、健康増進、福祉の向上に資することができ

た。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

事 業 名 在宅医療連携推進費（高齢者在宅福祉費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

1,584,000 円 
（△55,796 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 1,584,000 円 

市民一人当たり 

の決算額 

23 円  

（一般財源等ベース 23 円） 
単位決算額  

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい

暮らしを続けることができるよう、在宅医療と介護サービスを一体的に提供する

ために、居宅に関する医療機関と介護サービス事業者などの関係者の連携及び情

報共有を推進する。 

 

２ 事業内容 

在宅医療従事者の負担軽減を図り、訪問看護師、リハビリ専門職及び介護支援

専門員等の活動を支援するため、在宅患者情報を共有するシステムである電子＠

連絡帳及び地域の医療機関・介護事業所等の地域資源を整理して掲載する医療・

介護資源マップを使用することにより、在宅患者が自宅で質の高い医療・介護サ

ービスを安心して受けられる体制を構築することができた。 

 ⑴ 対象者 

   医療・介護を必要とする在宅高齢者及び市内医療・介護関係機関など 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 

電子＠連絡帳及び医療・介護資源マ

ップ負担金 
1,584,000 円 

 

３ 事業成果 

  電子＠連絡帳及び医療・介護資源マップを使用することにより、医療と介護の

両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続ける

ことを支援することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

事 業 名 敬老費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

3,844,655 円 
（△2,526,550 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 3,844,655 円 

市民一人当たり 

の決算額 

56 円  

（一般財源等ベース 56 円） 
単位決算額 

  

 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

長年にわたり社会のために尽くしてきた高齢者を敬い、長寿を祝う。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ 敬老会開催費 

ア 敬老会の開催 

   満７５歳（昭和２０年生まれ）以上の高齢者を対象としたが、新型コロナ

ウイルス感染拡大防止のため、中止した。 

対象者 参加者 

8,529 人 中止 

イ 金婚夫婦を祝う会の開催 

   結婚５０周年を迎えた夫婦を対象とし、金婚夫婦を祝う会を開催した。 

申込者 参加者 

31 組 26 組 

ウ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

報償費 金婚祝祝品 95,480 円 

需用費 
金婚祝祝状印刷、額縁及び記念写真

代など 
81,995 円 

役務費 金婚祝筆耕料 20,000 円 

 ⑵ 敬老金等支給費 

ア 敬老金の支給 

   数え８８歳（昭和８年生まれ）の高齢者を対象とし、敬老金を贈呈した。 

対象者 敬老金支給額 

302 人 10,000 円／人 

  イ 長寿記念祝金等の支給 

    満１００歳になる高齢者を対象とし、長寿記念祝金及び祝品（祝状、記念

品及び花束）を贈呈した。 

対象者 祝金支給額 

9 人 50,000 円／人 
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高

齢

福

祉

課 

ウ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

報償費 
敬老金 3,020,000 円 

長寿記念祝金、記念品及び花束 547,200 円 

需用費 祝儀袋及び額縁 28,135 円 

役務費 郵送代 51,845 円 

 

３ 事業成果 

  結婚後５０周年を迎える夫婦を対象に祝状及び記念品を贈呈し祝賀することが

できた。 

  また、多年にわたり社会の進展に貢献した高齢者(数え８８歳)に敬老金を支給

し、感謝の意を表するとともに、本市に居住する満１００歳の方に祝金を支給

し、併せて家族の労をねぎらうことにより、市民の敬老精神の高揚を図ることが

できた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

事 業 名 後期高齢者健康診査費（後期高齢者健診費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

25,602,837 円 
（△24,824 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 25,419,726 円 183,111 円 

市民一人当たり 

の決算額 

370 円  

（一般財源等ベース 3 円） 
単位決算額 

9,324 円  

（受診者 2,746 人） 

健

康

推

進

課 

１ 事業目的 

高齢者の医療の確保に関する法律に基づく後期高齢者医療被保険者（７５歳以

上及び一定の障害がある６５歳以上）の健康診査を実施することにより、生活習

慣病やフレイル（虚弱状態）を早期に発見し、重症化の予防を図る。 

また、歯科健康診査や指導の実施により、口腔機能低下の予防を図り、肺炎な

どの疾病予防につなげる。 

 

２ 事業内容 

⑴ 後期高齢者健康診査 

   指定医療機関にて個別健康診査及び健診結果の説明を実施した。 

 ア 受診者数 

２，７０７人 

イ 健康診査内容 

問診、計測（身長・体重・ＢＭＩ）、血圧測定、診察、血液検査（脂質・

肝機能・代謝系）及び尿検査、また、医師が必要と認めた場合に貧血検査、

心電図検査及び眼底検査を実施した。 

⑵ 後期高齢者歯科健康診査 

   指定歯科医療機関にて歯科健診や歯科保健指導を実施した。 

  ア 対象者 

    ７５歳及び８０歳の被保険者 

イ 受診者数 

  ３９人 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

役務費 郵送料 615,959 円 

委託料 
後期高齢者健康診査・歯科健康診査

業務及び受診券等封入業務 
24,986,878 円 

 

３ 事業成果 

後期高齢者の健康診査を実施することにより、生活習慣病の早期発見や早期治

療につなげることで、後期高齢者の健康維持を図ることができた。 

また、歯科健康診査や指導の実施により、口腔機能低下の予防を図り、肺炎な

どの疾病予防につなげることができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

事 業 名 シルバー人材センター費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

30,957,000 円 
（＋950,000 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 30,957,000 円 

市民一人当たり 

の決算額 

447 円  

（一般財源等ベース 447 円） 
単位決算額 

78,571 円  

（会員 394 人） 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

清須市シルバー人材センターの円滑な運営と健全な発展のため、運営費及び事

業費に対して補助金を交付する。 

 

２ 事業内容 

  公益社団法人清須市シルバー人材センター補助金交付要綱の規定により、清須

市シルバー人材センターに補助金を交付した。 

 ⑴ シルバー人材センター運営費補助金 

  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 

人件費補助金（正規職員５人分及

び臨時職員賃金３人分の一部） 
21,455,000 円 

 ⑵ シルバー人材センター事業費補助金 

  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 

光熱水費、電話代、自動車税、自

動車自賠責・任意保険料及びコピ

ー機・パソコンリース代など 

9,502,000 円 

⑶ 会員数（令和３年３月末） 

男 性 女 性 合 計 

279 人 115 人 394 人 

 

３ 事業成果 

運営補助金等を交付することにより、清須市シルバー人材センターの円滑な運

営に資することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 04 福祉医療費 

事 業 名 子ども医療費支給費（福祉医療費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

331,719,780 円 
（△86,533,154 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

79,689,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 252,030,780 円 

市民一人当たり 

の決算額 

4,791 円  

（一般財源等ベース 3,640 円） 
単位決算額 

33,255 円  

（受給者 9,975 人） 

保

険

年

金

課 

１ 事業目的 

  子どもの医療費の一部を支給することにより、子どもの福祉の増進を図る。 

 

２ 事業内容 

  中学生までの子どもが医療機関などで受診をした場合、保険診療にかかった医

療費の自己負担額を支給した。 

 ⑴ 対象者 

   市内に住所を有し、健康保険に加入している子ども（出生の日から１５歳の

年度末まで） 

 ⑵ 受給者数 

区 分 県補助 市単独 合 計 

９月末現在 4,561 人 5,400 人 9,961 人 

年間平均 4,571 人 5,404 人 9,975 人 

 ⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 レセプト審査業務 4,562,514 円 

扶助費 医療給付費 327,157,266 円 

 

３ 事業成果 

  子どもの健康の保持増進を図るため、医療費の一部を支給することにより、子

どもの医療にかかる経済的不安を軽減し、少子化の解消の一助に資するととも

に、福祉の向上に寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 04 福祉医療費 

事 業 名 障害者医療費支給費（福祉医療費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

100,296,735 円 
（＋4,713,698 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

50,147,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 50,149,735 円 

市民一人当たり 

の決算額 

1,449 円  

（一般財源等ベース 724 円） 
単位決算額 

144,105 円  

（受給者 696 人） 

保

険

年

金

課 

１ 事業目的 

  心身障害者の医療費の一部を支給することにより、心身障害者の福祉の増進を

図る。 

 

２ 事業内容 

  心身障害者が医療機関などで受診した場合、保険診療にかかった医療費の自己

負担額を支給した。 

 ⑴ 対象者 

市内に住所を有する心身障害者で、健康保険に加入している被保険者、組合

員、加入者若しくは被扶養者 

ア 身体障害者１級～３級 

イ 腎臓機能障害者４級 

ウ 進行性筋萎縮症４級～６級 

エ ＩＱ５０以下の方 

オ 自閉症状群の方 

 ⑵ 受給者数 

区 分 県補助 市単独 合 計 

９月末現在 695 人 0 人 695 人 

年間平均 696 人 0 人 696 人 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 レセプト審査業務 524,931 円 

扶助費 医療給付費 99,771,804 円 

 

３ 事業成果 

  心身障害者の健康の保持増進を図るため、医療費の一部を支給することによ

り、心身障害者の医療にかかる経済的不安を軽減し、福祉の向上に寄与すること

ができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 04 福祉医療費 

事 業 名 精神障害者医療費支給費（福祉医療費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

65,506,947 円 
（＋3,323,701 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

15,015,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 50,491,947 円 

市民一人当たり 

の決算額 

946 円  

（一般財源等ベース 729 円） 
単位決算額 

145,895 円  

（受給者 449 人） 

保

険

年

金

課 

１ 事業目的 

精神障害者の医療費の一部を支給することにより、精神障害者の福祉の増進を

図る。 

 

２ 事業内容 

  精神障害者が医療機関などで受診した場合、保険診療にかかった医療費の自己

負担額を支給した。 

 ⑴ 対象者 

   市内に住所を有する精神障害者（１級～３級）で、健康保険に加入している

被保険者、組合員、加入者もしくは被扶養者 

 ⑵ 受給者数 

区 分 県補助 市単独 合 計 

９月末現在 304 人 140 人 444 人 

年間平均 305 人 144 人 449 人 

 ⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 レセプト審査業務 515,163 円 

扶助費 医療給付費 64,991,784 円 

 

３ 事業成果 

  精神障害者の健康の保持増進を図るため、医療費の一部を支給することによ

り、精神障害者の医療にかかる経済的不安を軽減し、福祉の向上に寄与すること

ができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 04 福祉医療費 

事 業 名 母子・父子家庭医療費支給費（福祉医療費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

40,442,984 円 
（△1,200,044 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

20,221,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 20,221,984 円 

市民一人当たり 

の決算額 

584 円  

（一般財源等ベース 292 円） 
単位決算額 

41,480 円  

（受給者 975 人） 

保

険

年

金

課 

１ 事業目的 

母子家庭などの医療費の一部を支給することにより、母子家庭の母及び父子家

庭の父並びにこれら家庭の児童の福祉の増進を図る。 

 

２ 事業内容 

  母子家庭の母及び父子家庭の父並びにこれら家庭の児童（１８歳の年度末ま

で）が医療機関などで受診した場合、保険診療にかかった医療費の自己負担額を

支給した。 

 ⑴ 対象者 

   市内に住所を有する母子家庭などで、健康保険に加入している被保険者、組

合員、加入者もしくは被扶養者 

 ⑵ 受給者数 

区 分 県補助 市単独 合 計 

９月末現在 987 人 0 人 987 人 

年間平均 975 人 0 人 975 人 

 ⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 レセプト審査業務 410,124 円 

扶助費 医療給付費 40,032,860 円 

 

３ 事業成果 

  母子家庭の母及び父子家庭の父並びにこれら家庭の児童の健康の保持増進を図

るため、医療費の一部を支給することにより、母子家庭等の医療にかかる経済的

不安を軽減し、福祉の向上に寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 04 福祉医療費 

事 業 名 後期高齢者福祉医療費支給費（福祉医療費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

123,554,625 円 
（△3,392,388 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

55,619,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 67,935,625 円 

市民一人当たり 

の決算額 

1,784 円  

（一般財源等ベース 981 円） 
単位決算額 

97,287 円  

（受給者 1,270 人） 

保

険

年

金

課 

１ 事業目的 

後期高齢者医療の一部負担金の支払いが困難な高齢者の健康の保持増進を図る

ため、医療費の一部を支給することにより、福祉の向上に寄与する。 

 

２ 事業内容 

  後期高齢者医療の一部負担金の支払いが困難な高齢者が医療機関などで受診し

た場合、保険診療にかかった医療費の自己負担額を支給した。 

 ⑴ 対象者 

市内に住所を有する７５歳以上（６５歳以上の一定の障害者）の高齢者で、

次のいずれかに該当している方 

ア 障害者医療受給資格者 

イ 精神障害者医療受給資格者 

  ウ 母子・父子家庭医療受給資格者 

  エ 戦傷病者手帳所持者（所得制限あり） 

  オ 市民税非課税世帯に属するひとり暮らし、寝たきり、認知症高齢者 

カ 結核命令入所患者、精神障害措置入院者 

 ⑵ 受給者数 

区 分 県補助 市単独 合 計 

９月末現在 1,041 人 237 人 1,278 人 

年間平均 1,034 人 236 人 1,270 人 

 ⑶ 支出科目 

   国又は市の負担による医療に関する給付が行われた場合における給付の額と

の合計額が当該医療に要する費用の額に満たない場合、その満たない額に相当

する額（自己負担額）を医療費として支給した。 

区 分 内 容 事業費 

委託料 レセプト審査業務 1,328,382 円 

扶助費 医療給付費 122,226,243 円 

 

３ 事業成果 

  高齢者の健康の保持増進を図るため、医療費の一部を支給することにより、高

齢者の医療にかかる経済的不安を軽減し、福祉の向上に寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 05 社会福祉施設費 

事 業 名 清洲総合福祉センター費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

36,253,913 円 
（＋1,613,694 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 453,274 円 0 円 0 円 1,471,721 円 34,328,918 円 

市民一人当たり 

の決算額 

524 円  

（一般財源等ベース 496 円） 
単位決算額  

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

住民の福祉の向上及び地域交流の中での福祉の充実を図る施設として、施設の

効率的、効果的な管理をするため、指定管理者に施設の管理を委託する。 

また、施設の老朽化対策及び長寿命化を図るため、計画的かつ適切な時期に施

設等を更新する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 清洲総合福祉センター管理費 

指定管理者制度を活用し、社会福祉法人清須市社会福祉協議会へ委託した。 

  ア 管理内容 

清掃業務、窓口業務（貸館業務など）、備品管理、その他施設の維持管理

に必要な業務 

  イ 貸館実績 

区 分 延べ利用件数 延べ利用者数 

第１会議室 71 件 1,983 人 

第２・３会議室 278 件 2,490 人 

調理実習室 57 件 565 人 

ボランティアルーム 317 件 1,903 人 

合 計      723 件 6,941 人 

  ウ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

役務費 建物火災保険料 34,133 円 

委託料 
清洲総合福祉センター指定管理業

務・特定建築物等定期調査業務 
32,941,120 円 

⑵ 清洲総合福祉センター整備費 

設備の経年劣化による機能低下に対応するため、必要な設備等を更新した。 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

工事請負費 

厨房機器撤去工事、浄化槽送風機

取替工事、飲料水加圧給水ポンプ

更新工事等 

3,278,660 円 

 

３ 事業成果 

指定管理者制度の活用により、市民サービスの向上や管理運営の費用対効果、

効率化の向上を図るとともに、施設を適切に維持管理することにより、快適で清

潔な環境を整えることができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 05 社会福祉施設費 

事 業 名 西枇杷島福祉センター費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

9,687,807 円 
（△9,785,861 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 45,930 円 0 円 0 円 958 円 9,640,919 円 

市民一人当たり 

の決算額 

140 円  

（一般財源等ベース 139 円） 
単位決算額 

1,199 円  

（延べ利用者 8,077 人） 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

高齢者などの健康増進、教養の向上及びレクリエーションの場として、西枇杷                                                                       

島福祉センターの施設及び設備の維持管理を行う。 

 

２ 事業内容 

⑴ 西枇杷島福祉センター管理費 

   施設を適切に管理し、設備の維持管理を行った。 

  ア 開館日数及び利用者数 

開館日数 延べ利用者数 

         243 日 8,077 人 

    新型コロナウイルス感染拡大防止のため施設休館、夜間休館を実施した。 

イ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

報償費 防犯ベル通報員謝礼 5,000 円 

需用費 
消耗品、電気、ガス、水道及び日

常修繕など 
2,781,425 円 

役務費 電話代及び火災保険料など 176,372 円 

委託料 

施設管理業務、清掃業務並びに昇

降機、消防用設備、空調設備及び

汚水処理設備の保守業務など 

5,159,191 円 

使用料及び賃借

料 
電話交換機リース代など 49,806 円 

 ⑵ 西枇杷島老人福祉センター事業費 

しめ縄教室、生活実用講座及び映画を楽しもう会などのレクリエーションの

場を提供した。 

  ア 支出科目 
 

区 分 内 容 事業費 

報償費 
しめ縄教室及び生活実用講座講師

謝金 
17,000 円 

需用費 ＤＶＤ購入 21,713 円 
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高

齢

福

祉

課 

⑶ 西枇杷島福祉センター整備費 

西枇杷島児童館移転後の空き部屋について、高齢者及び一般の方が利用でき

るよう内装工事等を行った。 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

工事請負費 建物内装工事 1,477,300 円 

 

３ 事業成果 

高齢者などに福祉、健康の増進、教養の向上及びコミュニケーションの場を提

供し、適切な維持管理及び改修工事を行うことで、快適で清潔な環境を整えるこ

とができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 05 社会福祉施設費 

事 業 名 新川福祉センター費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

9,385,293 円 
（△5,220,240 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 100,000 円 0 円 79,428 円 9,205,865 円 

市民一人当たり 

の決算額 

136 円  

（一般財源等ベース 133 円） 
単位決算額 

3,072 円  

（延べ利用者 3,055 人） 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

高齢者などに福祉、健康の増進、教養の向上及びコミュニケーションの場を提 

供することで、健康で明るい生活と生きがいが持てるよう支援するため、新川福

祉センター（新川福祉センター及び新川保健センターの複合施設）の施設及び設

備の維持管理を行う。 

 

２ 事業内容 

⑴ 新川福祉センター管理費 

施設を適切に管理し、設備の維持管理を行った。 

  ア 開館日数及び利用者数 

開館日数 延べ利用者数 

          202 日 3,055 人 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため緊急事態等の宣言の期間施設休

館、夜間休館を実施するとともに、入浴施設については通年中止とした。 

イ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 
消耗品、電気、ガス、水道及び日

常修繕など 
1,918,812 円 

役務費 電話代及び保険料 123,548 円 

委託料 

清掃業務並びに空調設備、給湯ボ

イラー、衛生設備、昇降機及び消

防設備の保守業務など 

4,623,098 円 

使用料及び賃借

料 
新川福祉センター土地賃借料 2,619,835 円 

備品購入費 液晶テレビ 100,000 円 

 

３ 事業成果 

高齢者などに福祉、健康の増進、教養の向上及びコミュニケーションの場を提

供し、適切な維持管理に努めることで、快適で清潔な環境を整えることができ

た。 

また、保健センターを含めた設備全般の維持管理を行うことにより、各種事業

を良好に遂行することができた。 

 
- 112 -



科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 05 社会福祉施設費 

事 業 名 にしび創造センター費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

24,926,165 円 
（△5,052,682 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 358,670 円 0 円 0 円 1,524 円 24,565,971 円 

市民一人当たり 

の決算額 

360 円  

（一般財源等ベース 355 円） 
単位決算額 

3,350 円  

（延べ利用者 7,440 人） 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

高齢者などの健康増進、教養の向上及びレクリエーションの場として、にしび

創造センター（西枇杷島生きがいセンター、小田井児童館及び西枇杷島小田井公

民館の複合施設）の施設及び設備の維持管理を行う。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ にしび創造センター管理費 

   施設を適切に管理し、設備の維持管理を行った。 

  ア 開館日数及び利用者数 

開館日数 延べ利用者数 

322 日 7,440 人 

    新型コロナウイルス感染拡大防止のため緊急事態等の宣言の期間施設休

館、夜間休館とした。 

イ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 
消耗品、電気、ガス、水道及び日

常修繕など 
4,244,086 円 

役務費 電話代、手数料及び保険料 420,528 円 

委託料 

清掃業務並びに空調設備、昇降

機、環境設備及び音響設備などの

保守業務など 

13,171,137 円 

使用料及び賃借

料 

にしび創造センター土地賃借料及

び複写機リース料など 
7,035,598 円 

⑵ 西枇杷島生きがいセンター事業費 

手作り教室、わくわく教室及びおしゃべり横丁等のレクリエーションを実施

した。 

  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

報償費 高齢者教室講師謝金 33,000 円 

需用費 ＤＶＤ購入 21,816 円 
 
３ 事業成果 

高齢者などに福祉、健康の増進、教養の向上及びコミュニケーションの場を

提供し、適切な維持管理に努めることで、快適で清潔な環境を整えることがで

きた。 

また、児童館及び公民館を含めた設備全般の維持管理を行うことにより、各
種事業を良好に遂行することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 05 社会福祉施設費 

事 業 名 春日老人福祉センター費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

86,490,655 円 
（＋69,140,183 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 107,761 円 0 円 0 円 3,954,322 円 82,428,572 円 

市民一人当たり 

の決算額 

1,249 円  

（一般財源等ベース 1,190 円） 
単位決算額 

27,991 円  

（延べ利用者 3,090 人） 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 
高齢者などに福祉、健康の増進、教養の向上及びコミュニケーションの場を提

供することで、健康で明るい生活と生きがいが持てるよう支援するため、春日老
人福祉センター（春日老人福祉センター、春日保健センター及び清須保健所の複
合施設）の施設及び設備の維持管理を行う。 

 
２ 事業内容 

⑴ 春日老人福祉センター管理費 
施設を適切に管理し、設備の維持管理を行った。 

ア 開館日数及び利用者数 

開館日数 延べ利用者数 

244 日 3,090 人 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため緊急事態等の宣言の期間施設休

館、夜間休館とした。 
イ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 
消耗品、電気、ガス、水道及び日
常修繕など 

3,835,988 円 

役務費 
電話代及び簡易水道法定検査料な
ど 

278,010 円 

委託料 
清掃業務、貸館業務並びに空調設
備、自動ドア設備、昇降機及び消
防設備の保守業務など 

8,158,427 円 

使用料及び賃借

料 

複写機リース料、印刷機リース料

など 
188,230 円 

⑵ 春日老人福祉センター整備費 
   老朽化に伴い、空調機器更新工事を行った。 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 空調機器更新工事設計業務 8,140,000 円 

工事請負費 空調機器更新工事 65,890,000 円 

 
３ 事業成果 

高齢者などに福祉、健康の増進、教養の向上及びコミュニケーションの場を提

供し、適切な維持管理及び空調工事を行うことで、快適で清潔な環境を整えるこ
とができた。 
また、保健センター及び保健所部分も含めた設備全般の維持管理を行うことに 

より、各種保健事業を良好に遂行することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

事 業 名 施設型給付費（子ども・子育て支援費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

314,526,833 円 
（＋113,523,577 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

221,777,235 円 0 円 441,040 円 0 円 0 円 92,308,558 円 

市民一人当たり 

の決算額 

4,543 円  

（一般財源等ベース 1,333 円） 
単位決算額 

1,344,132 円  

（利用者 234 人） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

子ども・子育て支援制度に基づき、認定こども園及び保育所等に対し、給付費

の一部を負担することにより、幼児期の学校教育・保育における量の拡充及び質

の向上を推進する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 広域保育所給付費 

他市町との保育所の広域利用に関する連絡調整の方法を定め、保育所の広域

入所を円滑に促進し、利用者の利便を図った。 

  ア 利用者 

区 分 対象人数 

昭和保育園（あま市） 2 人 

市江保育園（愛西市） 1 人 

森のくまっこ（北名古屋市） 1 人 

イ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 広域入所実施業務 1,589,870 円 

⑵ 認定こども園給付費 

   幼保連携型認定こども園（ゆめのもりこどもえん及びゆうあいこども園な

ど）に施設型給付費を支給した。 

  ア 利用者 

区 分 定 員 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合 計 

ゆめのもり

こどもえん 
120 人 11 人 9 人 10 人 24 人 25 人 25 人 104 人 

ゆうあいこ

ども園 
135 人 8 人 7 人 9 人 30 人 20 人 17 人 91 人 

その他  0 人 0 人 0 人 15 人 10 人 10 人 35 人 

イ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 
施設型給付費 312,936,963 円 

 

３ 事業成果 

施設型給付費の支給により、幼児期の学校教育・保育における量の拡充及び質

の向上に寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

事 業 名 地域型保育給付費（子ども・子育て支援費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

90,147,550 円 
（＋8,073,880 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

65,392,743 円 0 円 0 円 0 円 0 円 24,754,807 円 

市民一人当たり 

の決算額 

1,302 円  

（一般財源等ベース 358 円） 
単位決算額 

2,198,721 円  

（利用者 41 人） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

子ども・子育て支援制度に基づき、小規模保育施設及び事業所内保育施設に対

し、給付費の一部を負担することにより、３歳未満児の保育における量の拡充及

び質の向上を推進する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 地域型保育給付費 

子ども・子育て支援制度に基づき、小規模保育施設の清洲なのはな保育園及

びフィリオ清須など、並びに事業所内保育施設のあんず保育所及びキンダーフ

レンズなどに地域型保育給付費を支給した。 

ア 利用者 

区 分 定員 ０歳児 １歳児 ２歳児 
３～５

歳児(※) 
合計 

小規模 

保育施設 

清洲なのはな 

保育園 
18 人 3 人 6 人 7 人 1 人 17 人 

フィリオ清須 19 人 6 人 6 人 7 人 0 人 19 人 

パオパオルー

ム（あま市） 
17 人 1 人 0 人 0 人 0 人 1 人 

事業所内

保育施設 

あんず保育所 

（一宮市） 
95 人 2 人 0 人 0 人 0 人 2 人 

キンダーフレ

ンズ（名古屋

市） 

12 人 0 人 1 人 0 人 0 人 1 人 

大同保育室お

ひさま（名古

屋市） 

60 人 0 人 1 人 0 人 0 人 1 人 

※３～５歳は、園児の発達段階を考慮して特定利用地域型保育を提供 

イ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 
地域型保育給付費 90,147,550 円 

 

３ 事業成果 

地域型保育給付費の支給により、３歳未満児の保育における量の拡充及び質の

向上に寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

事 業 名 施設等利用費（子ども・子育て支援費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

15,166,474 円 
（＋10,696,554 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

12,193,657 円 0 円 0 円 0 円 0 円 2,972,817 円 

市民一人当たり 

の決算額 

219 円  

（一般財源等ベース 43 円） 
単位決算額 

12,143 円  

（延べ利用者 1,249 人） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  子ども・子育て支援法に基づく幼児教育・保育の無償化に伴い、施設等利用給

付認定を受けた認可外保育施設、一時保育、病児・病後児保育、ファミリー・サ

ポート・センター、幼稚園等の預かり保育の利用者に対し、施設等利用費として

利用料等の一部又は全部を支給することにより、子育てを行う家庭の経済的負担

の軽減を図る。 

 

２ 事業内容 

施設等利用給付認定を受けた利用者に施設等利用費を支給した（新１号認定者

に係る幼稚園授業料に対して支給する施設等利用費は、教育費において計上）。 

⑴ 対象児童 

   幼稚園、認定こども園（幼稚園部分）又は認可外保育施設などを利用する児

童であって、保育の必要性の事由に該当すると認められた児童 

⑵ 利用状況 

区 分 延べ人数 

預かり保育事業 894 人 

一時預かり事業 44 人 

認可外保育施設 311 人 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 
施設等利用費 15,166,474 円 

 

３ 事業成果 

  施設等利用費の支給により、子育てを行う家庭の経済的負担の軽減に寄与する

ことができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

事 業 名 病児保育費（子ども・子育て支援費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

5,852,135 円 
（△1,848,410 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

3,765,954 円 0 円 0 円 0 円 0 円 2,086,181 円 

市民一人当たり 

の決算額 

85 円  

（一般財源等ベース 30 円） 
単位決算額 

38,249 円  

（延べ利用者 153 人） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  保護者の子育てと就労等の両立を支援し、病気のときでも児童が安心して過ご

すことができる環境の整備を図る。 

 

２ 事業内容 

病院に付設された専用の保育室において、病気又は病気の回復期にあることか

ら集団保育等が困難で、かつ、保護者の勤務等の都合により家庭において保育を

行うことが困難な児童の保育を行った。 

⑴ 対象児童 

   生後７か月から小学校３年生までの児童 

⑵ 延べ利用人数 

  １５３人 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 病児・病後児保育実施業務 5,852,135 円 

 

３ 事業成果 

  病気又は病気の回復期にある児童を病院に付設された施設において、看護及び

保育を実施することで、保護者の子育てと就労等の両立並びに看護が必要な児童

の健全育成に寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

事 業 名 一時預かり等費（子ども・子育て支援費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

2,053,602 円 
（△274,568 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

1,056,846 円 0 円 0 円 0 円 0 円 996,756 円 

市民一人当たり 

の決算額 

30 円  

（一般財源等ベース 14 円） 
単位決算額 

1,900 円  

（延べ利用者 1,081 人） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児を、認定こども

園及び小規模保育施設などで一時的に預かることにより、安心して子育てができ

る環境の整備並びに児童福祉の向上を図る。 

 

２ 事業内容 

  認定こども園及び小規模保育施設などへ委託し、一時預かり事業、延長保育

事業を実施した。 

⑴ 利用人数 

区 分 施設名 延べ利用者人数 

一時預か

り事業 
幼稚園型 

ゆめのもりこどもえん 475 人 

西春幼稚園 580 人 

延長保育事業 清洲なのはな保育園 26 人 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 一時預かり事業実施業務など 2,053,602 円 

 

３ 事業成果 

  認定こども園及び小規模保育施設などで一時預かり事業、延長保育事業を行う

ことにより、安心して子育てができる環境の整備、児童福祉の向上に寄与するこ

とができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

事 業 名 認定こども園整備費（子ども・子育て支援費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

217,350,000 円 
（△40,877,840 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

185,028,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 32,322,000 円 

市民一人当たり 

の決算額 

3,139 円  

（一般財源等ベース 467 円） 
単位決算額  

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  保育サービスの拡大と増加する特定地域の保育ニーズに対応するため、令和３

年４月の開園を目指し、幼保連携型認定こども園整備事業者に補助金を交付す

る。 

 

２ 事業内容 

  令和３年４月の開園を目指し、西枇杷島地区に誘致した幼保連携型認定こども

園整備事業者に、開設のために必要な施設整備費の一部を補助した。 

⑴ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 
認定こども園整備事業費補助金 217,350,000 円 

 

３ 事業成果 

  幼保連携型認定こども園整備事業者へ整備費補助金を交付することにより、保

育・教育施設の利用希望者の受皿が確保でき、保育サービスの拡大及び増加する

特定地域の保育ニーズに対応することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

事 業 名 子ども・子育て支援システム費（子ども・子育て支援費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

4,950,000 円 
（△264,000 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

2,457,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 2,493,000 円 

市民一人当たり 

の決算額 

71 円  

（一般財源等ベース 36 円） 
単位決算額  

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  住民サービスの向上及び保育所入所選考事務の効率化を図るため、保育所入所

ＡＩ選考システムの実証実験を行い、システムの導入・整備を図る。 

 

２ 事業内容 

  保育所入所ＡＩ選考システムの実証実験を行い、システムの導入・整備をし

た。 

⑴ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 
システム仕様設計、環境設定、動作

検証業務など 
4,950,000 円 

 

３ 事業成果 

  保育所入所ＡＩ選考システムを導入・整備することにより、住民サービスの向

上及び保育所入所選考事務の効率化を図ることできた。 

 
- 121 -



科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

事 業 名 児童手当支給費（児童手当費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

1,263,110,000円 
（△8,780,000 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

1,075,515,830円 0 円 0 円 0 円 0 円 187,594,170 円 

市民一人当たり 

の決算額 

18,243 円  

（一般財源等ベース 2,709 円） 
単位決算額 

10,825 円  

（延べ児童数 116,688 人） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 
  児童を養育している者に手当を支給することにより、家庭における生活の安定

に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健全な育成及び資質の向上に資す
る。 

 
２ 事業内容 
⑴ 支給対象年齢 

   ０歳から中学校修了前（１５歳に達した日に属する年度末）までの児童 
 ⑵ 支給額（月額）・負担割合 

区 分 
支給額 
（月額） 

負担割合 

国 県 市 

０歳 
～３歳未満 

被用者 
15,000 円 

37/45 4/45 4/45 

非被用者 4/6 1/6 1/6 

３歳以上 
～小学校修了前 

第１・２子 10,000 円 
4/6 1/6 1/6 

第３子以降 15,000 円 

中学生 10,000 円 4/6 1/6 1/6 

所得制限超過（特例給付） 5,000 円 4/6 1/6 1/6 

⑶ 支給月（対象月） 
   ６月、１０月及び２月（令和２年２月分～令和３年１月分） 
 ⑷ 対象児童数 

内 容 対象児童数 延べ児童数 

０歳 
～３歳未満 

被用者 1,620 人 20,135 人 

非被用者 226 人 2,780 人 

３歳以上 

～小学校修了前 

第１・２子 5,027 人 57,882 人 

第３子以降 594 人 6,819 人 

中学生 1,538 人 18,584 人 

所得制限超過（特例給付） 912 人 10,488 人 

合 計 9,917 人 116,688 人 

⑸ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 児童手当支給費 1,263,110,000 円 

 

３ 事業成果 
  児童を養育する者に手当を支給し、家計の負担を軽減することにより、児童 

 の健全な育成及び家庭生活の安定に寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

事 業 名 子育て世帯への臨時特別給付金費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

102,718,746 円 

（ 皆 増 ） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

102,673,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 45,746 円 

市民一人当たり 

の決算額 

1,484 円  

（一般財源等ベース 1 円） 
単位決算額 

10,360 円  

（対象児童 9,915 人） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯を支援する観点か

ら、児童手当（本則給付）を受給する世帯に対し、臨時特別給付金を支給する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 支給対象者 

ア 令和２年４月分の児童手当受給者（特例給付受給者は除く） 

イ アに規定するほか、令和２年３月分の児童手当の受給者であって、当該者

に係る支給要件児童又は中学校修了前の施設入所等児童が１５歳に達する日

以後の最初の３月３１日を経過した又は死亡したことにより、児童手当を受

給すべき事由が消滅した者 

⑵ 対象児童数 

９，９１５人 

⑶ 支給額 

対象児童１人につき１０，０００円 

⑷ 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 案内送付用封筒等 118,126 円 

役務費 給付金振込手数料等 1,424,236 円 

委託料 システム運用支援業務 1,980,000 円 

負担金、補助及

び交付金 
子育て世帯への臨時特別給付金 99,150,000 円 

 

３ 事業成果 

  新型コロナウイルス感染症の影響を受けている児童を養育している世帯に対

し、臨時特別給付金を支給することにより、子育て世帯に対して適切な支援を

することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

事 業 名 民間児童福祉施設職員応援費（民間児童福祉施設職員応援費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

700,000 円 

（ 皆 増 ） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

700,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 

市民一人当たり 

の決算額 

10 円  

（一般財源等ベース 0 円） 
単位決算額 

100,000 円  

（対象施設 7 施設） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  新型コロナウイルスの緊急事態宣言下において、事業の継続に協力し、直接的

なサービス提供に従事した保育士等のモチベーションを維持し、活動の促進等を

図るため、児童福祉施設等に応援金を交付する。 

 

２ 事業内容 

  児童福祉施設等におけるサービスの継続と職員のモチベーションの維持、活動

の促進を図る。 

 ⑴ 交付対象施設（７施設） 

  ア 認定こども園 ２園 

  イ 小規模保育施設 ２園 

  ウ 認可外保育施設 ３園 

 ⑵ 交付額 

   １施設あたり １００，０００円 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 
民間児童福祉施設職員応援金 700,000 円 

 

３ 事業成果 

  新型コロナウイルスの緊急事態宣言下において、事業の継続に協力し、直接的

なサービス提供に従事した保育士等のモチベーションを維持し、活動の促進等を

図ることができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

事 業 名 
民間保育所等感染拡大防止対策支援費（民間保育所等感染拡大防止対
策支援費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

3,689,000 円 

（ 皆 増 ） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

3,689,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 

市民一人当たり 

の決算額 

53 円  

（一般財源等ベース 0 円） 
単位決算額 

409,889 円  

（対象施設 9 施設） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  新型コロナウイルス感染症の影響で、民間の保育所等（認可保育所、小規模保

育所、認可外保育所）において、感染拡大防止対策に必要な費用に対して補助金

を交付する。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ 対象者 

  ア 保育対策総合支援事業費補助金 

（ア） 認定こども園 ２園 

（イ） 小規模保育施設 ２園 

  イ 児童福祉施設業務体制確保対策事業費交付金 

（ア） 認定こども園 ２園 

（イ） 小規模保育施設 ２園 

（ウ） 病児保育所 １園 

 ⑵ 対象用品 

   手荒れ防止用のハンドクリーム、マスク、帽子、ゴーグル、エプロン、手

袋、ガウン、タオルなど 

 ⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 

保育対策総合支援事業費補助金 1,864,000 円 

児童福祉施設業務体制確保対策事業

費交付金 
1,825,000 円 

 

３ 事業成果 

  民間保育所等において、補助金を交付することにより、感染拡大防止対策を施

すことができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 02 母子福祉費 

事 業 名 母子家庭等自立支援給付金支給費（母子福祉費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

2,260,423 円 
（＋2,105,622 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

1,865,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 395,423 円 

市民一人当たり 

の決算額 

33 円  

（一般財源等ベース 6 円） 
単位決算額 

376,737 円  

（利用者 6 人） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

母子及び父子家庭の自立促進に役立つ技能や資格の取得のため、各種講座の受

講又は各種学校などの養成機関で修業する場合などに給付金を支給する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 自立支援教育訓練給付金（国庫補助金 ３／４） 

母子家庭の母及び父子家庭の父の自立促進のために、県指定の職業能力開発

講座を受講した場合、教育訓練修了後に自立支援教育訓練給付金を支給した。 

 ア 支給額 

   対象講座の受講料の６割相当額（上限２０万円） 

 イ 件数 

   ４件 

⑵ 高等職業訓練促進給付金（国庫補助金３／４） 

母子家庭の母及び父子家庭の父が、専門的な資格取得を容易にするため、１

年以上養成機関で修業する場合、高等職業訓練促進給付金を支給した。 

ア 支給額 

    請求する月の属する年度の課税状況に応じた額 

市民税非課税世帯 市民税課税世帯 

100,000 円／月 70,500 円／月 

  イ 件数 

    ２件 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 
自立支援教育訓練給付金 260,423 円 

高等職業訓練促進給付金 2,000,000 円 

 

３ 事業成果 

母子及び父子家庭の自立の促進を図ることにより、福祉の増進に寄与すること

ができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 02 母子福祉費 

事 業 名 母子生活支援施設措置費（母子福祉費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

11,233,394 円 
（＋2,497,170 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

8,747,974 円 0 円 0 円 0 円 0 円 2,485,420 円 

市民一人当たり 

の決算額 

162 円  

（一般財源等ベース 36 円） 
単位決算額 

1,872,232 円  

（利用者 6 人） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

配偶者のいない女子又はこれに準ずる事情にある女子であって、その者の監護

すべき児童の福祉に欠けるところがある場合において、それらの者を母子生活支

援施設に保護し、自立の促進のために支援・援助を行う。 

   

２ 事業内容 

⑴ 母子生活支援施設措置（国庫負担金 １／２、県負担金 １／４） 

   様々な理由により、家庭での養育が困難な母子を母子生活支援施設に入所さ

せることにより、自立促進のための生活支援及び就業相談などを行った。 

  ア 利用世帯 

    ２世帯 

  イ 利用者 

    ６人 

 ⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 母子生活支援施設措置費 11,233,394 円 

 

３ 事業成果 

母子生活支援施設への保護を行い、母親とその子どもの生活相談・援助を進め

ながら、自立の促進に向けた母子福祉に寄与することができた。 

   

 
- 127 -



科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 02 母子福祉費 

事 業 名 産前・産後ヘルパー派遣費（母子福祉費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

243,528 円 
（△183,996 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

157,804 円 0 円 0 円 0 円 0 円 85,724 円 

市民一人当たり 

の決算額 

4 円  

（一般財源等ベース 1 円） 
単位決算額 

20,294 円  

（利用者 12 人） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

産前・産後の体調不良などで、家事又は育児を行う事が困難な世帯にホームヘ

ルパーを派遣し、家事及び子育て支援を行う。 

 

２ 事業内容 

  産前・産後で家事や育児が困難な家庭にホームヘルパーを派遣した。 

⑴ 対象者 

  ア 母子健康手帳交付時から産後１２週以内で、体調不良などのため家事又は

育児を行うことが困難であり、並びに同居の親族などが日中に家事又は育児

を行うことができない家庭 

  イ 多胎による産後１年以内にある家庭 

  ウ その他、必要とする状態がある家庭 

⑵ 派遣時間 

   １回４時間以内（月曜日から土曜日の午前８時から午後６時まで） 

⑶ 派遣期間及び時間 

産前２０時間以内、産後１２週以内で３０時間まで（多胎の場合は、産後１

年以内で５０時間まで） 

⑷ 支援内容 

  ア 家事に関すること 

  イ 乳児の世話の手伝いに関すること 

⑸ 利用実績 

区 分 利用者数 延べ利用回数 

産前 1 人 12 回 

産後 11 人 87 回 

⑹ 費用負担 

   １時間につき７５０円（生活保護世帯及び非課税世帯は免除） 

 ⑺ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 産前・産後ヘルパー派遣業務 243,528 円 

 

３ 事業成果 

産前・産後で家事や育児が困難な家庭にホームヘルパーを派遣することによ

り、育児不安などを解消することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 02 母子福祉費 

事 業 名 遺児手当支給費（遺児手当費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

40,950,000 円 
（△11,595,000 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 40,950,000 円 

市民一人当たり 

の決算額 

591 円  

（一般財源等ベース 591 円） 
単位決算額 

93,068 円  

（受給者 440 人） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

両親又は片親がいない状態若しくは重度の障害のある家庭の児童を監護又は養

育している者に手当を支給し、児童の健全育成と福祉の推進を図る。 

 

２ 事業内容 

父又は母と生計を同じくしていない１８歳未満（１８歳に達した日の属する年

度末まで）の児童を監護、養育している者に対し、遺児手当を支給した。 

⑴ 対象児童 

６３５人（所得制限対象児童 １２９人） 

ア 父又は母が死亡した者 

イ 父又は母が規則に定める程度の障害の状態にある者 

ウ 父母が婚姻を解消した者 

エ 父又は母が引き続き１年以上行方不明の者 

オ 父又は母が引き続き１年以上遺棄している者 

カ 父又は母が法令により引き続き１年以上拘禁されている者 

キ 母が婚姻によらないで懐胎した者 

⑵ 受給者 

４４０人（所得制限対象受給者 ９１人） 

 ⑶ 支給額 

   ５，０００円／月 

 ⑷ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 遺児手当 40,950,000 円 

 

３ 事業成果 

児童を養育している母子家庭などに手当を支給することにより、生活の安定と

自立に寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 02 母子福祉費 

事 業 名 児童扶養手当支給費（児童扶養手当費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

202,069,980 円 
（△57,754,830 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

68,909,200 円 0 円 0 円 0 円 0 円 133,160,780 円 

市民一人当たり 

の決算額 

2,918 円  

（一般財源等ベース 1,923 円） 
単位決算額 

497,710 円  

（受給者 406 人） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

児童を養育している父子又は母子家庭などに手当を支給することにより、家庭

における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健全な育成及

び資質の向上に資する。 

 

２ 事業内容 

  父又は母と生計を同じくしていない１８歳未満（１８歳に達した日に属する年

度末まで）の児童（一定の障害がある時は２０歳未満）を監護している母又は養

育している者に手当を支給した。 

⑴ 受給資格者（令和３年３月末現在） 

全部支給及び一部支給 全部停止 

406 人 85 人 

⑵ 支給額（月額） 

  ア 全部支給 

児童１人目 児童２人目 児童３人目以降 

43,160 円 10,190 円加算 6,110 円加算 

イ 一部支給 

児童１人目 児童２人目 児童３人目以降 

10,180 円 

～43,150 円 

5,100 円 

～10,180 円加算 

3,060 円 

～6,100 円加算 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 児童扶養手当 202,069,980 円 

 

３ 事業成果 

  児童を養育している母子家庭などに手当を支給することにより、生活の安定と

自立に寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 02 母子福祉費 

事 業 名 ひとり親世帯臨時特別給付金費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

80,548,424 円 

（ 皆 増 ） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

78,978,424 円 0 円 0 円 0 円 0 円 1,570,000 円 

市民一人当たり 

の決算額 

1,163 円  

（一般財源等ベース 23 円） 
単位決算額 

70,595 円  

（対象世帯 1,141 世帯） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  新型コロナウイルス感染症の影響により、子育てと仕事を一人で担う低所得の

ひとり親に対して、子育てに対する負担の増加や収入の減少などにより、困難が

心身等に生じていることを踏まえ、臨時特別給付金を支給する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 支給対象者 

ア 令和２年６月分の児童扶養手当法の支給を受けている者 

イ 公的年金等を受けていることにより児童扶養手当の支給を受けていない者

（児童扶養手当に係る所得制限額を下回る者に限る） 

ウ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急変し、直近の収入が、

児童扶養手当の対象となる水準に下がった者 

エ 上記ア・イの対象者のうち、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家

計が急変し、収入が大きく減少しているとの申し出があった者 

 ⑵ 対象世帯数 

   １，１４１世帯 

⑶ 支給額 

ア 上記⑴ア・イ・ウの対象者 

５０，０００円／世帯（８月・１２月 ２回） 

第２子以降 ３０，０００円／人（８月・１２月 ２回） 

イ 上記⑴エの対象者 

５０，０００円／世帯（８月 １回） 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 チラシ用紙等 45,410 円 

役務費 給付金振込手数料等 189,058 円 

委託料 システム運用支援業務 7,084,000 円 

負担金、補助及

び交付金 
ひとり親世帯臨時特別給付金 72,770,000 円 

 

３ 事業成果 

  子育てと仕事を一人で担う低所得のひとり親世帯に臨時特別給付金を支給する

ことで、家計の負担軽減、児童の健全な育成及び家庭生活の安定に寄与すること

ができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 03 保育所費 

事 業 名 保育園管理費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

65,898,294 円 
（＋6,507,408 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

4,356,000 円 0 円 0 円 0 円 1,043,586 円 60,498,708 円 

市民一人当たり 

の決算額 

952 円  

（一般財源等ベース 874 円） 
単位決算額 

43,269 円  

（保育園利用者 1,523 人） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 
保育園施設を常に最良の状態に保持し、その維持管理に努める。 

 
２ 事業内容 

保育園を常に最良の状態に保持するため、施設の維持管理に努めた。 
⑴ 各保育園の管理費 

区 分 事業費 区 分 事業費 

西枇杷島保育園 5,479,604 円 土器野保育園 6,378,084 円 

芳野保育園 4,466,614 円 桃栄保育園 5,185,701 円 

本町保育園 5,641,783 円 星の宮保育園 5,098,469 円 

花水木保育園 8,883,379 円 中之切保育園 4,745,586 円 

新清洲保育園 3,961,525 円 ネギヤ保育園 5,207,160 円 

朝日保育園 3,531,090 円  

須ケ口保育園 7,319,299 円 合 計 65,898,294 円 
⑵ 支出科目 

区 分 内  容 事業費 

需用費 

電気 12,331,841 円 

ガス 6,720,282 円 

水道 8,682,849 円 

消耗品費及び医薬材料費 4,922,404 円 

日常修繕及び施設設備修繕など 6,030,219 円 

役務費 
通信運搬費 1,130,427 円 

手数料及び保険料 1,596,909 円 

委託料 

床、ガラス及び側溝などの清掃業務 3,642,309 円 

警備業務 2,692,800 円 

消防設備及び遊具などの保守業務 4,165,333 円 

樹木管理業務など 3,120,040 円 
使用料及び賃借
料 

印刷機、複写機賃貸借及び土器野保
育園土地借上料など 

4,441,451 円 

原材料費 砂場用砂 413,600 円 

備品購入費 
検食用冷凍庫、乳児用プール及び遮
断テントなど 

6,007,830 円 

 
３ 事業成果 

保育所の定期清掃や設備の修繕などを実施することにより、保育環境の向上に

寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 03 保育所費 

事 業 名 保育園事業費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

156,479,911 円 
（△17,218,678 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

14,924 円 0 円 0 円 0 円 70,142,890 円 86,322,097 円 

市民一人当たり 

の決算額 

2,260 円  

（一般財源等ベース 1,247 円） 
単位決算額 

102,745 円  

（保育園利用者 1,523 人） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

保護者の労働又は疾病などの理由により、家庭で日中保育することができない

（保育を必要とする）場合、保護者にかわって日々の保育を実施する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 保育時間などの状況 

区 分 内 容 

保育標準時間 
保育時間 午前８時から午後７時まで 

延長保育時間 午前７時３０分から午前８時まで 

保育短時間 
保育時間 午前８時から午後４時まで 

延長保育時間 午後４時から午後７時まで 

幼児教育・保育無償化（保育料） 

３歳児以上及び非課税世帯における

３歳未満児の保育料基準額（月額）

を無償とした。 

第二子保育料無償化（市単独制度） 

年収４７０万円未満相当世帯におけ

る第二子児（３歳未満児）に係る保

育料基準額（月額）を無償とした。 

第三子保育料無料化 

第三子以降児（３歳未満児）に係る

保育料基準額（月額）を無料とし

た。 

⑵ 保育利用者（令和３年３月１日現在） 

区 分 定員 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

西枇杷島保育園 150 人 3 人 14 人 22 人 40 人 40 人 40 人 159 人 

芳野保育園 140 人 3 人 10 人 17 人 27 人 25 人 25 人 107 人 

本町保育園 120 人 3 人 9 人 21 人 28 人 29 人 21 人 111 人 

花水木保育園 280 人 9 人 29 人 29 人 59 人 66 人 70 人 262 人 

新清洲保育園 100 人 3 人 6 人 10 人 20 人 26 人 38 人 103 人 

朝日保育園 120 人 5 人 14 人 11 人 28 人 20 人 20 人 98 人 

須ケ口保育園 180 人 5 人 18 人 21 人 46 人 47 人 43 人 180 人 

土器野保育園 120 人 1 人 10 人 10 人 17 人 17 人 20 人 75 人 

桃栄保育園 150 人 6 人 21 人 22 人 16 人 25 人 29 人 119 人 

星の宮保育園 160 人 3 人 8 人 18 人 34 人 28 人 37 人 128 人 

中之切保育園 100 人 3 人 8 人 10 人 19 人 20 人 21 人 81 人 

ネギヤ保育園 160 人 3 人 16 人 22 人 18 人 23 人 18 人 100 人 

合 計 1,780人 47 人 163 人 213 人 352 人 366 人 382 人 1,523人 
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⑶ 病後児保育利用者 

区 分 利用者 

須ケ口保育園 延べ３人 

⑷ 各保育園の事業費 

区 分 事業費 区 分 事業費 

西枇杷島保育園 1,526,303 円 土器野保育園 799,232 円 

芳野保育園 1,342,360 円 桃栄保育園 1,045,391 円 

本町保育園 1,027,586 円 星の宮保育園 1,476,000 円 

花水木保育園 2,265,790 円 中之切保育園 876,609 円 

新清洲保育園 999,866 円 ネギヤ保育園 957,056 円 

朝日保育園 841,943 円  

須ケ口保育園 1,541,010 円 合 計 14,699,146 円 

⑸ 市独自の幼児教育・保育無償化（令和３年３月１日現在） 

区 分 対象人数 

第二子保育料無償化 23 人 

第三子保育料無料化 28 人 

⑹ 保育園給食費（令和３年３月１日現在） 

  児童の成長段階や体調に応じた離乳食やアレルギー、アトピーなどへの配慮

など、安全、衛生面及び栄養面での質を確保した給食を提供した。 

 ア 幼児教育・保育無償化（副食費） 
３歳児以上の年収３６０万円未満相当世帯及び第三子以降児に係る副食費

を免除した。 

イ 第二子副食費免除（市独自制度） 
３歳児以上の年収４７０万円未満相当世帯の第二子にかかる副食費を免除

した。 

区 分 対象者 

幼児教育・保育無償化（副食費） 184 人 

第二子副食費免除（市独自制度） 11 人 

⑺ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 

教材用消耗品費及び雑費袋印刷代な

ど 
14,699,146 円 

保育園給食費（賄材料費） 141,780,765 円 

 

３ 事業成果 

  就労する家庭の増加や多様化する就労形態に対応することにより、保護者の就

労保障と児童福祉の向上に寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 03 保育所費 

事 業 名 保育園整備費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

44,015,088 円 
（＋33,972,017 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 44,015,088 円 

市民一人当たり 

の決算額 

636 円  

（一般財源等ベース 636 円） 
単位決算額 

22,007,544 円  

（対象施設 2 園） 

子

育

て

支

援
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１ 事業目的 

保育施設を整備することにより、快適な保育環境を維持することに努める。 

 

２ 事業内容 

 施設全体の劣化が著しい保育園の改修工事を行った。 

⑴ 桃栄保育園整備費 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 
屋根等施設改修工事実施設計

及び施工監理業務 
5,390,000 円 

工事請負費 屋根等施設改修工事 33,752,829 円 

⑵ 星の宮保育園整備費 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 
屋根等塗装改修工事実施設計

及び施工監理業務 
1,287,000 円 

工事請負費 屋根等塗装改修工事 3,585,259 円 

 

３ 事業成果 

  保育園の改修工事を行うことにより、保育環境の安全性及び快適性の向上に寄

与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 04 児童館費 

事 業 名 児童館管理費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

25,340,723 円 
（△16,327,464 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

4,157,518 円 0 円 0 円 0 円 439,109 円 20,744,096 円 

市民一人当たり 

の決算額 

366 円  

（一般財源等ベース 300 円） 
単位決算額 

306 円  

（延べ利用者 82,804 人） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 
児童館及び児童センターを常に最良の状態に保持し、その維持管理に努める。 

 
２ 事業内容 

児童館及び児童センターを常に最良の状態に保持するため、施設の維持管理に
努めた。 

 ⑴ 各児童館及び児童センターの事業費 

区 分 事業費 区 分 事業費 

西枇杷島児童センター 2,030,883 円 星の宮児童センター 4,792,317 円 

小田井児童館 899,699 円 桃栄児童館 4,545,833 円 

清洲児童館 2,894,509 円 春日児童館 3,459,017 円 

清洲児童センター 4,063,997 円  

新川児童センター 2,654,468 円 合 計 25,340,723 円 

 ⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 

電気 4,990,632 円 

ガス 794,578 円 

水道 445,140 円 

消耗品及び医薬材料など 2,624,156 円 

日常修繕及び施設修繕など 1,940,194 円 

役務費 
通信料及び傷害保険料 1,808,534 円 

不動産鑑定手数料など 619,020 円 

委託料 

館内清掃業務 2,415,270 円 

警備業務 1,451,998 円 

消防設備及びエレベーターなどの保
守業務 

1,648,900 円 

敷地確定測量業務及び樹木剪定業務 126,500 円 

使用料及び賃借
料 

印刷機、複写機賃貸借及び桃栄児童
館土地借上料など 

3,133,567 円 

備品購入費 ロッカー及び机 3,342,234 円 

 
３ 事業成果 

児童館及び児童センターの適正管理を図るとともに、子どもたちの身近な施設
としての役割を果たし、児童の健全育成に寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 04 児童館費 

事 業 名 児童館事業費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

1,927,329 円 
（△1,509,585 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 1,927,329 円 

市民一人当たり 

の決算額 

28 円  

（一般財源等ベース 28 円） 
単位決算額 

23 円  

（延べ利用者 82,804 人） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

児童に健全な遊びを与え、その健康を増進し、情操を豊かにする。 

  また、放課後児童クラブを実施することにより、児童が放課後や週末などに安

心して生活できる居場所を確保する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 各児童館及び児童センターの事業費 

区 分 事業費 区 分 事業費 

西枇杷島児童センター 224,584 円 星の宮児童センター 169,445 円 

小田井児童館 193,838 円 桃栄児童館 260,645 円 

清洲児童館 389,072 円 春日児童館 190,465 円 

清洲児童センター 243,017 円  

新川児童センター 256,263 円 合 計 1,927,329 円 

 ⑵ 児童館及び児童センター事業 

１８歳未満のすべての児童を対象に、健全な遊びを通じて児童の集団的及び

個人的指導（体操、手遊び、親子遊び及び季節行事など）を実施した。 

ア 利用時間などの状況 

区 分 内 容 

利用時間 午前９時から午後５時 

休館日 日曜、祝日、１２月２９日から１月３日 

  イ 延べ利用者 

区 分 乳幼児 小学生 中・高校生 合 計 

西枇杷島児童センター 202 人 11,524 人 0 人 11,726 人 

小田井児童館 157 人 5,127 人 0 人 5,284 人 

清洲児童館 460 人 19,225 人 0 人 19,685 人 

清洲児童センター 333 人 10,172 人 0 人 10,505 人 

新川児童センター 152 人 10,695 人 0 人 10,847 人 

星の宮児童センター 221 人 9,417 人 0 人 9,638 人 

桃栄児童館 150 人 4,711 人 0 人 4,861 人 

春日児童館 89 人 10,169 人 0 人 10,258 人 

合 計 1,764 人 81,040 人 0 人 82,804 人 

    新型コロナウイルス感染拡大防止のため、自由来館（所）を中止とした。 
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⑶ 放課後児童クラブ 

家庭において、保護者が仕事などで昼間留守になる小学校に就学している児

童を対象に、放課後児童クラブを実施した。 

  ア 利用時間などの状況 

区 分 内 容 

利用時間 
平日 下校時から午後６時 

学校休業日 午前８時３０分から午後６時 

延長利用時間 
平日 午後６時から午後７時 

学校休業日 午前７時３０分から午前８時３０分 

利用料 
３，０００円／月（８月のみ５，０００円／月） 

延長１００円／日 

イ 利用者（令和２年１０月１日現在） 

区 分 定 員 登録者 

西枇杷島児童センター 
西枇杷島児童クラブ 30 人 38 人 

なかよしクラブ 30 人 37 人 

小田井児童館 
小田井児童クラブ 30 人 18 人 

あそびクラブ 30 人 19 人 

清洲児童館 

清洲児童クラブ 40 人 52 人 

げんきっ子クラブ 40 人 29 人 

にこにこクラブ 50 人 41 人 

清洲児童センター 
東げんきっ子クラブ 30 人 35 人 

東にこにこクラブ 30 人 26 人 

新川児童センター 
新川児童クラブ 40 人 40 人 

わんぱくクラブ 40 人 36 人 

星の宮児童センター 星の宮児童クラブ 40 人 56 人 

桃栄児童館 桃栄児童クラブ 30 人 31 人 

春日児童館 
春日児童クラブ 30 人 45 人 

すくすくクラブ 30 人 19 人 

合 計 520 人 522 人 

 ⑷ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 各種事業用材料費など 1,927,329 円 

 

３ 事業成果 

児童の健全育成に必要な事業を実施することにより、児童の心身の健康を増進

し、情操を豊かにすることができた。 

また、放課後児童クラブを実施し、児童が放課後や週末などに安心して生活で

きる居場所を確保することにより、仕事と子育ての両立支援及び児童の健全育成

に寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 04 児童館費 

事 業 名 児童館整備費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

142,714,716 円 
（△79,067,417 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 50,000,000 円 92,714,716 円 

市民一人当たり 

の決算額 

2,061 円  

（一般財源等ベース 1,339 円） 
単位決算額  

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  施設の老朽化への対応及び放課後児童クラブの事業運営の適正化を図るため清

洲児童館の建替えを行う。 

 

２ 事業内容 

  （仮称）新・清洲児童センターの令和４年４月供用開始を目指し、清洲児童館

を建て替えるため、新築工事実施設計業務などの関連業務を行った。 

⑴ （仮称）新・清洲児童センター整備費 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

役務費 

新築工事に係る確認申請手数料、

仮設児童館建設に係る確認申請手

数料など 

512,240 円 

委託料 

新築工事に係る実施設計業務、駐

車場整備に係る実施設計業務及び

施工監理業務、仮設児童館建設に

係る実施設計業務及び施工監理業

務など 

29,711,680 円 

工事請負費 
仮設児童館建設工事及び駐車場整

備工事 
112,490,796 円 

 

３ 事業成果 

  （仮称）新・清洲児童センターを整備することにより、児童の放課後の居場所

及び安全確保に寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 05 児童福祉施設費 

事 業 名 母子通園施設費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

2,345,171 円 
（△14,460,737 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

109,000 円 0 円 0 円 0 円 5,500 円 2,230,671 円 

市民一人当たり 

の決算額 

34 円  

（一般財源等ベース 32 円） 
単位決算額 

1,664 円  

（延べ利用者 1,409 人） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 
障がいのある子どもなどに対し、ふれあいの場を提供し、保護者とともに日常

生活に必要な習慣を養い、心身の発達を援助する。 
また、母子通園施設たんぽぽ園の施設全般の管理を行う。 

 
２ 事業内容 
⑴ 母子通園施設管理費 

母子通園施設たんぽぽ園を常に最良の状態に保持するため、施設の維持管理
に努めた。 
ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 

電気 456,221 円 

ガス 229,565 円 

水道 96,997 円 

消耗品及び日常修繕など 549,351 円 

役務費 通信料及び火災保険料など 88,308 円 

委託料 

園内清掃業務 184,432 円 

警備業務 224,400 円 

消防設備保守業務など 163,460 円 

使用料及び賃借料 複写機賃借料など 100,800 円 

備品購入費 庁用器具費 14,660 円 

⑵ 母子通園施設事業費 
日常生活の指導、集団生活の指導、保健指導、保護者に対する療育上の助言

及び指導など、療育事業を実施した。 
ア 実施事業 

区 分 内 容 回 数 

保護者学習会 父親・母親学習会及び研修会参加 11 回 

父親参加療育 父子通園 24 回 

相談支援 
個別懇談会、家庭訪問、修了児・Ｏ
Ｂ相談及び心理発達相談（臨床心理
士） 

272 回 

就学前支援 
養護学校及び地域の小学校、保育園
の見学 

0 回 

体験療育 
乗馬セラピー、プール療育、鉄道乗

車体験及び観劇鑑賞（人形劇）など 
1 回 

ボランティア受入 一般ボランティア、民生委員など 0 回 

交流スペース事業 障害児を持つ親などの交流の場 41 回 
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子

育

て

支

援

課 

イ 利用人数 

登録者２４人（令和３年３月１日現在） 
年間延べ利用者１，４０９人 

ウ 療育利用料 
２８０円／日 

  エ 利用料の無償化 
幼児教育・保育の無償化と同様に、たんぽぽ園の利用料を無償化した。 

対象年齢 内 容 対象人数 

３歳未満児 非課税世帯 1 人 

３歳以上児 全世帯 10 人 

オ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 消耗品及び日常療育教材費など 155,740 円 

役務費 劇団上演料及び保険料 47,000 円 

 
３ 事業成果 

たんぽぽ園の適正管理を図り、日常生活の指導・助言などの療育を行うこと
で、障がいのある子どもの心身の発達を援助することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 
06 子育て支援セン
ター費 

事 業 名 子育て支援センター管理費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

1,898,350 円 
（＋731,142 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

717,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 1,181,350 円 

市民一人当たり 

の決算額 

27 円  

（一般財源等ベース 17 円） 
単位決算額 

147 円  

（延べ利用者 12,954 人） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

子育て全般に関する専門的な支援を行うため、施設の拠点となる子育て支援セ

ンターの維持管理に努める。 

 

２ 事業内容 

地域の子育て中の親子に、健全な遊びを提供していくため、施設の適切な維持

管理に努めた。 

⑴ 各子育て支援センターの管理費 

区 分 事業費 

西枇杷島子育て支援センター 534,757 円 

清洲子育て支援センター 344,135 円 

新川子育て支援センター 685,869 円 

春日子育て支援センター 333,589 円 

合 計 1,898,350 円 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 

消耗品及び印刷機インクなど 460,050 円 

日常修繕 144,210 円 

医薬消毒液 394,346 円 

役務費 
通信料 159,831 円 

施設賠償保険料 45,720 円 

委託料 暖房機器保守点検業務 4,290 円 

使用料及び賃借

料 
複写機借上料 285,120 円 

備品購入費 
図書備品、乳幼児用マット、加湿空

気清浄機 
404,783 円 

 

３ 事業成果 

子育て支援センターの適正管理を図り、気軽に来所できるための常設の場を提

供することにより、子育て世帯の支援に寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 
06 子育て支援セン
ター費 

事 業 名 子育て支援センター事業費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

637,389 円 
（△175,385 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 100,000 円 0 円 0 円 537,389 円 

市民一人当たり 

の決算額 

9 円  

（一般財源等ベース 8 円） 
単位決算額 

49 円  

（延べ利用者 12,954 人） 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 
地域子育て支援情報の収集、提供に努め、既存ネットワークと連携しながら、

子育て家庭（これから子育てを始める家庭を含む。）の相互交流を図るための子
育て支援活動を行う。 
 

２ 事業内容 
  子育てに関する場及び情報の提供、子育てサークルなどの育成及び支援並びに
子育て支援の関係機関との連携及び協力などを行った。 
⑴ 各子育て支援センターの事業費 

区 分 事業費 
西枇杷島子育て支援センター 158,285 円 
清洲子育て支援センター 148,206 円 
新川子育て支援センター 184,630 円 
春日子育て支援センター 146,268 円 

合 計 637,389 円 
 ⑵ 利用人数 

区 分 延べ利用者 
西枇杷島子育て支援センター             3,384 人 
清洲子育て支援センター 3,747 人 
新川子育て支援センター 2,981 人 
春日子育て支援センター 2,842 人 

合 計 12,954 人 
 ⑶ 事業別利用 

育児不安などについての相談支援を実施した。講習会、地域支援及び行事に
ついては、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため中止した。 

区 分 
延べ利用者 

相 談 講習会 地域支援 行 事 
西枇杷島子育て支援センター 8 人 0 人 0 人 0 人 
清洲子育て支援センター 8 人 0 人 0 人 0 人 
新川子育て支援センター 7 人 0 人 0 人 0 人 
春日子育て支援センター 0 人 0 人 0 人 0 人 

合 計 23 人 0 人 0 人 0 人 
 ⑷ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 
需用費 各種行事用教材費 537,389 円 
備品購入費 クッションマット（現金寄付による購入） 100,000 円 

 
３ 事業成果 
  核家族化や少子化など社会環境の変化を背景に、子育てに対する負担が増大し
ている中、相談などの支援を行った。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 03 生活保護費 目 01 生活保護総務費 

事 業 名 生活困窮者自立相談支援等費（生活保護費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

10,959,784 円 
（＋1,599,897 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

7,924,087 円 0 円 0 円 0 円 0 円 3,035,697 円 

市民一人当たり 

の決算額 

158 円  

（一般財源等ベース 44 円） 
単位決算額 

49,147 円  

（相談人数 223 人） 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 
生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し、

自立相談支援事業の実施、住居確保給付金の支給など必要な支援を行う。 
 
２ 事業内容 
⑴ 自立相談支援事業 

生活困窮者からの相談を受け、ニーズに応じた包括的な支援を行うことによ
り自立の促進を図った。 

 ⑵ 住居確保給付金 
離職等により、住居を失った又はそのおそれがある人に住居確保給付金を支

給し、安定した住居の確保と就労及び就労機会の確保を図った。 
⑶ 相談人数 

   ２２３人 
⑷ 相談内容及び延べ件数 

相談内容 件数 相談内容 件数 

病気・健康・障害 61 件 仕事上の不安・トラブル 27 件 

住まい 30 件 家族との関係 12 件 

収入・生活費 198 件 子育て・介護 13 件 

家賃・ローン 162 件 ひきこもり・不登校 3 件 

税金・公共料金の支払 91 件 地域との関係 2 件 

債務 41 件 食べるものがない 7 件 

仕事探し・就職 86 件 合   計 733 件 

⑸ 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 消耗品費 7,744 円 

役務費 通信運搬費 3,054 円 

委託料 
生活困窮者自立支援システム引上げ
業務 

110,000 円 

使用料及び賃借
料 

駐車料、生活困窮者自立相談支援事
業システム賃借料 

113,760 円 

扶助費 住居確保給付金等 9,755,880 円 

 
３ 事業成果 

生活や就労に関する相談支援員を配置し、ワンストップ型の相談窓口で各種制
度や就労などの情報を提供することにより、自立の促進を図ることができた。 
また、離職者等に住居確保給付金を支給することにより、住居に関する不安を

解消し、就労及び就労機会の確保を支援することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 03 生活保護費 目 01 生活保護総務費 

事 業 名 生活困窮世帯学習応援費（生活保護費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

2,970,000 円 
（△217,160 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

1,486,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 1,484,000 円 

市民一人当たり 

の決算額 

43 円  

（一般財源等ベース 21 円） 
単位決算額 

198,000 円  

（利用者数 15 人） 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

子どもの明るい未来をサポートし、貧困の連鎖を防止するため、生活困窮世帯

の子どもへの学習支援、進学に関する支援、高校進学者の中退防止に関する支援

等、子どもと保護者の双方に必要な支援を行う。 

 

２ 事業内容 

生活保護受給世帯等の生活困窮世帯の中学生、高校生などを対象とした学習支

援を行った。 

⑴ 利用者 

区 分 人数 

中学生 13 人 

高校生 2 人 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 生活困窮世帯学習支援業務 2,970,000 円 

 

３ 事業成果 

健全な育成環境を維持することが困難な生活困窮世帯の子どもと保護者の双方

に円滑な学習支援、進学に関する支援等を行うことにより、当該子どもの進学に

つなげ、ひいては貧困の連鎖の防止に寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 03 民生費 項 03 生活保護費 目 02 生活保護扶助費 

事 業 名 生活保護扶助費（生活保護扶助費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

920,442,392 円 
（＋33,798,405 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

745,835,834 円 0 円 0 円 0 円 0 円 174,606,558 円 

市民一人当たり 

の決算額 

13,294 円  

（一般財源等ベース 2,522 円） 
単位決算額 

2,244,981 円  

（被保護世帯 410 世帯） 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

最低限の生活を保障するとともに自立を助長するため、憲法第２５条に規定す

る理念に基づき、生活に困窮する市民などに対し必要な保護を行う。 

 

２ 事業内容 

⑴ 被保護者の状況（令和３年３月末現在） 

世帯数 人 数 

410 世帯 514 人 

⑵ 被保護者の異動状況 

開 始 廃 止 

世帯数 人 数 世帯数 人 数 

48 世帯 61 人 53 世帯 78 人 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 

生活扶助 272,697,389 円 

教育扶助 2,988,525 円 

住宅扶助 153,782,104 円 

医療扶助 457,106,396 円 

介護扶助 22,636,223 円 

生業扶助 1,685,648 円 

葬祭扶助 7,694,644 円 

保護施設事務費及び委託事務費 1,771,052 円 

法外援助費 80,411 円 

 

３ 事業成果 

生活に困窮する市民などに対して、必要な保護を行い、その最低限の生活を保

障することにより、セーフティネットとしての役割を果たすことができた。 
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